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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１. 第11期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

     ２. 平成18年４月１日付で株式分割(１：５)を行いました。 

        ３. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

４. 第13期中については、潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。  

回次 第11期中 第12期中 第13期中 第11期 第12期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高 (千円) ― 10,433,049 23,730,756 15,303,740 23,952,750 

経常利益 (千円) ― 754,249 2,829,329 732,432 1,806,347 

中間(当期)純利益 (千円) ― 408,521 1,099,120 375,529 986,328 

純資産額 (千円) ― 1,975,092 5,514,180 1,714,964 2,570,794 

総資産額 (千円) ― 5,145,935 23,950,057 4,096,161 6,925,062 

１株当たり純資産額  (円) ― 13,500.57 22,840.34 58,407.51 17,417.93 

１株当たり中間(当期) 

純利益 
 (円) ― 2,811.82 7,489.49 12,593.26 6,781.97 

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益 
 (円) ― 2,713.22 ― 12,050.94 6,568.96 

自己資本比率   (％) ― 38.1 14.0 41.9 36.9 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) ― 366,300 838,411 308,782 1,511,944 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) ― △869,707 1,176,015 △679,444 △1,194,414 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) ― 388,570 465,902 118,829 278,305 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
(千円) ― 597,175 3,771,405 712,012 1,307,848 

従業員数 (名) ― 5,241 6,713 4,237 6,654 



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれて降りません。 

    ２．平成18年4月１日付で株式分割(１：５)を行いました。  

    ３．第13期中については、潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

      しておりません。 

回次 第11期中 第12期中 第13期中 第11期 第12期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高 (千円) 6,598,026 10,075,632 13,509,495 15,103,317 23,087,685 

経常利益又は経常損失(△) (千円) 214,106 748,470 1,253,001 711,316 1,756,152 

中間(当期)純利益又は中

間純損失(△) 
(千円) 111,101 426,296 695,724 369,393 939,858 

持分法を適用した場合の

投資損失(△) 
(千円) △574 ― ― ― ― 

資本金  (千円)  473,140 491,975 509,346 489,880 509,346 

発行済株式総数  (株) 28,488 145,355 146,755 29,046 146,755 

純資産額 (千円) 1,417,333 1,974,014 2,903,981 1,708,828 2,503,562 

総資産額 (千円) 2,969,372 4,993,700 7,819,543 3,927,455 6,637,505 

１株当たり純資産額  (円) 49,751.96 13,580.64 19,787.96 58,196.26 17,059.47 

１株当たり中間(当期) 

純利益又は中間純損失

(△) 

 (円) 3,956.32 2,934.17 4,740.72 12,376.85 6,462.44 

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益 
 (円) 3,773.30 2,831.27 ― 11,843.85 6,259.46 

１株当たり配当額  (円) ― ― ― 3,820 2,020 

自己資本比率  (％) 47.7 39.5 37.1 43.5 37.7 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) △254,205 ― ― ― 

  

― 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) △101,047 ― ― ― 

  

― 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) 7,125 ― ― ― 

  

― 

現金及び現金同等物の中

間期末(期末)残高 
(千円) 615,718 ― ― ― 

  

― 

従業員数  (名) 3,758 5,137 6,432 4,159 6,529 



２【事業の内容】 

  当社グループ(当社および当社の関係会社)は、当社(日本エイム株式会社)、子会社5社及び関連会社4社により構成され

ており、アウトソーシング事業(注)、半導体製造装置関連事業(注)、デザイン・ソフトウェア関連事業(注)を主たる業務

としております。 

  当中間連結会計期間における、各部門に係る主な事業の内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次のとおりであり

ます。 

＜アウトソーシング事業＞ 

  主な事業内容及び主な関係会社の移動はありません。 

 ＜製造装置事業＞ 

 平成19年６月に、半導体・FPD(フラット・パネル・ディスプレイ)の製造装置その他検査・加工装置の製造・販売を行

うミクロ技研株式会社と業務・資本提携契約を締結しました。これにより、ミクロ技研株式会社は当社の連結子会社とな

り、また全協化成工業株式会社が持分法適用関連会社となりました。 

 ＜設計開発事業＞ 

  主な事業内容及び主な関係会社の異動はありません。 

  

(注) 当中間連結会計期間より、当社完全親会社であるユナイテッド・テクノロジー・ホールディングス株式会社の事業

の種類別セグメントとの統一を図るため、以下の表の通り名称を変更しております。 

 ＊ 当社グループにおいて、設計開発事業は重要なセグメントの一つとして位置づけておりますが、事業の種類別セグ 

   メント情報上は、アウトソーシング事業の一事業として取り扱っております。 

  

旧名称 新名称 

アウトソーシング事業 アウトソーシング事業 

半導体製造装置関連事業 製造装置事業 

デザイン・ソフトウェア関連事業  設計開発事業（＊）  



 【事業系統図】 



３【関係会社の状況】 

 (1)連結子会社 

   当中間期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の連結子会社となりました。 

   (注)１．「主な事業内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。    

    ２． 議決権の割合は100分の50以下でありますが、議決権行使同意書の差入により連結子会社としております。 

       ３． 特定子会社であります。 

              主要な損益情報等 

  

  (2)関連会社 

  当中間期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関連会社となりました。 

  (注)１．「主な事業内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。   

    ２．「議決権の所有割合又は被所有割合」欄の(内書)は間接所有であります。 

    ３． 持分は100分の20以下でありますが、実質的に影響力をもっているため関連会社としたものであります。 

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

  (注)  従業員数は、就業人員(当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含むほか、準社員及び 

    契約社員を含んでおります。)であります。 

  (注)  従業員数は、就業人員(当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含むほか、準社員及び 

      契約社員を含んでおります。)であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

   当社に労働組合はありません。また労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 
(千円) 

 
議決権の所有割
合又は被所有割
合 (％) 

関係内容 

主な事業内容 役員の
兼任
等  

事業上 
の関係  

 ミクロ技研株式会社 東京都中央区  277,010 製造装置事業 40.1 － －  

   ミクロ技研株式会社 

  （千円） 

 （1）売上高 9,735,334 

 （2）経常利益 1,502,711 

 （3）中間純利益 896,019 

 （4）純資産額 3,534,900 

 （5）総資産額 16,820,205 

名称 住所 
資本金 
(千円) 

 
議決権の所有割
合又は被所有割
合 (％) 

関係内容 

主な事業内容 役員の
兼任
等  

事業上 
の関係  

 全協化成工業株式会社 東京都北区  50,000 製造装置事業 
16.0 

    (16.0) 
－  －  

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

 アウトソーシング事業 6,573   

 製造装置事業 140   

合計 6,713   

   (2) 提出会社の状況                                 平成19年９月30日現在

 従業員数  6,432名 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油高や為替の急激な変動、サブプライムローン問題による米国経

済の減速などの懸念材料はあるものの、民間の設備投資や個人消費は底堅く、景気は引き続き堅調に推移いたしま

した。 

 当社グループの主要顧客となる半導体・FPD(フラット・パネル・ディスプレイ)関連業界におきましても、メモ

リーに代表される半導体大消費時代の到来や、製造プロセスにおける300mmウェハーラインへの世代交代の本格

化、2008年に開催される北京オリンピックの需要等を背景に、依然活発な設備投資が行われております。 

 

 このような事業環境の中で、アウトソーシング事業におきましては、、労働市場の逼迫や顧客ニーズを踏まえ

て、増員による拡大路線から、徹底したコスト削減や高付加価値業務へのシフト、出来高請負ラインのレベルアッ

プを中心とした価値充実路線へと転換してまいりました。特に出来高請負ラインの効率化による売上総利益の改善

が進捗し、また全社的な経費低減活動及び業務のシステム化による業務効率改善によって販管費の上昇を抑えるこ

とができました。 

 

 製造装置事業におきましては、当社完全親会社であるユナイテッド・テクノロジー・ホールディングス株式会社

が平成19年５月30日に公表しましたとおり、ミクロ技研株式会社との業務・資本提携を行ったことで、ミクロ技研

株式会社は当社の連結子会社となり、業績の拡大に大きく貢献しました。 

 

 設計開発事業におきましては、引き続いて旺盛な顧客ニーズの中、当社グループ内でのジョブローテーション等

を利用した人員の確保を行うと同時に、海外グループ会社との連携を図りながら、受託サービスの強化を行ってま

いりました。 

 

  この結果、当社グループの売上高は23,730百万円（前年同期10,433百万円）、経常利益は2,829百万円（前年同

期754百万円）、中間純利益は1,099百万円（前年同期408百万円）となりました。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間においては、引き続き受注は順調に推移し、税金等調整前中間純利益2,804百万円を計上し

た他、売上高の増加により売上債権が1,911百万円増加、仕入債務が2,069百万円増加致しました。又、本社移転に

伴い本社移転費用24百万円が発生、移転後本社の有形固定資産の取得53百万円、無形固定資産の取得16百万円、連

結範囲の変更に伴う子会社株式の取得による収入1,255百万円、法人税等の支払1,289百万円、短期借入金の増加

791百万円等により、現金及び預金が前期より2,464百万円増加致しました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 税金等調整前中間純利益2,804百万円、売上債権の増加による資金の減少1,911百万円、仕入債務の増加による資

金の増加2,069百万円、たな卸資産の増加による資金の減少269百万円、法人税等の支払額1,289百万円等により、

営業活動の結果得られた資金は838百万円(前年同期得られた資金366百万円)となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 本社移転に伴い発生した有形固定資産の取得53百万円、連結範囲の変更に伴う子会社株式の取得による収入  

1,255百万円等により、投資活動の結果得られた資金は1,176百万円(前年同期使用した資金869百万円)となりま 

した。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 短期借入金の増加791百万円、配当金の支払額296百万円等により、財務活動の結果得られた資金は465百万円(前

年同期得られた資金388百万円)となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)生産実績 

  当中間連結会計期間において、ミクロ技研株式会社の株式を新たに取得したことに伴い、新たな生産実績を示 

すと、次のとおりであります。 

  

    (2)仕入実績 

     当中間連結会計期間及び前中間連結会計期間の仕入実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

  (注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

    (3)受注実績 

 当中間連結会計期間及び前中間連結会計期間の受注実績を事業別に示すと次のとおりとなります。なお、アウ

トソーシング事業においては、受注時の業務量をその後の顧客の要望に合わせて変更することが多いため、記載

しておりません。 

 (注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

    (4)販売実績 

         当中間連結会計期間及び前中間連結会計期間の販売実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 (注) １．当中間連結会計期間及び前中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対

する割合は次とおりであります。 

     ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業別 
当中間連結会計期間 

  (自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

  
前年同期比（％） 

  

 製造装置事業 2,540,078 － 

事業別 
当中間連結会計期間 

  (自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

  
前年同期比（％）  

  

 製造装置事業 11,208,324 － 

事業別 

当中間連結会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

  
前年同期比（％）   

  

受注高(千円) 受注残高(千円) 受注高(千円) 受注残高(千円) 

 製造装置事業 6,592,324 10,408,160 ― ― 

 合計 6,592,324 10,408,160 ― ― 

事業別 
当中間連結会計期間 

  (自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

  
前年同期比（％）    

  

 アウトソーシング事業 13,995,421 134.1％ 

 製造装置事業 9,735,334 ― 

 合計 23,730,756 227.5％  

相手先 

前中間連結会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

金額(千円) 割合(%) 金額(千円) 割合(%) 

 松下エクセルプロダクツ株式会社 2,355,857 22.6 ― ― 



３【対処すべき課題】 

 当社グループの事業面に関する対処すべき課題は以下のとおりであります。 

  

(1)人材の確保  

 我が国では、平成12年以降若年層を中心に労働人口が減少する傾向にあります。 また、総務省の労働力調査によ

ると、2006年４月～６月期の正社員の前年同期比の増加数が2002年の調査以降初めて非正社員の増加数を上回るな

ど、景気の回復に伴い全国的に正社員採用が拡大しております。当社グループのアウトソーシング事業に従事する技

術職社員は若年層が大多数であり、これら傾向の影響を受けやすいといえます。よって、今後中長期的には、技術職

社員の採用は困難となる可能性があります。 

 このような環境の中、当社グループは人材採用活動において、多ブランドによる採用戦略や地方採用の強化等を行

うと同時に、「社員から支持される会社」となるべく、社員のキャリアパス構築の支援をはじめとした、様々なライ

フプラン支援制度を充実する等、人材の確保に取り組んでおります。 

 

(2)市場・顧客ニーズにマッチした製品開発 

 デバイスメーカーの装置メーカーに対するニーズは、デバイスの用途の多様化に比例してますます多様化すると同

時に、新たな技術による既存技術の陳腐化も加速しております。 

 従って、低コストで高いプロセス性能を発揮できる製品を開発しつづける事が、半導体・FPD製造装置メーカーに 

とって大きな課題となっております。  

 このような環境の中、当社グループにおける半導体製造装置関連事業各社においては、技術・開発活動の強化を図

ると同時に、顧客のニーズをいち早く的確にキャッチできるよう、営業部門との連携強化を図っております。 

４【経営上の重要な契約等】 

     該当事項はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、ミクロ技研株式会社の株式を新たに取得したことに伴い、同社の本社、営業所及び

工場が新たに当社グループの主要な設備となりました。 

 （注）１．帳簿価額のうち有形固定資産「その他」は機械及び装置、工具器具備品であります。 

２．帳簿価額のうち無形固定資産「その他」はソフトウェアであります。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

    該当事項はありません。 

  

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 建物及び構

築物 
土地 

(面積㎡) 
有形固定資産

その他 
無形固定資産

その他 
合計 

本社 

(東京都中央区) 

 製造装置事業

  

事業所・営業

設備 
239,782 

307,000 

(162.2) 
9,998 14,820 571,601 44 

東京工場 

(埼玉県入間市) 

〃 

  
製造設備 128,506 

177,000 

(2,974.5) 
9,038 － 314,545 15 

九州工場 

(熊本県上益城郡)  

 〃 

  

製造設備   

営業設備 

  

334,985 
193,300 

(11,140.0) 
63,116 － 591,402 49 

静岡テック  

(静岡県焼津市) 

 〃 

  

製造設備 

  
－ 

－ 

 
1,238 － 1,238 13 

東北営業所他2 

(仙台市青葉区)  

 〃 

  

事業所・営業

設備 

  

－ 
－ 

 
5,403 － 5,403 19 

 合計 

  
    703,275 

677,300 

(14,276.7) 
88,796 14,820 1,484,192 140 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

   (注)   株式会社エイペックスと株式移転による共同持株会社ユナイテッド・テクノロジー・ホールディングス株式

会社を平成19年４月２日に設立し、ジャスダック証券取引所に新規上場したことに伴い、平成19年３月27日に

上場廃止しております。 

(2) 【新株予約権等の状況】 

      該当事項はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

(4)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

    

(5) 【大株主の状況】 

 平成19年９月30日

 （注） 平成19年４月２日の株式移転により、ユナイテッド・テクノロジー・ホールディングス株式会社の完全子会社  

   となりました。  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 559,000 

計 559,000 

種類 
中間会計期間末現在 

発行数(株) 
(平成19年９月30日) 

提出日現在発行数(株) 
(平成19年12月27日) 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 146,755 146,755 非上場 

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式 

計 146,755 146,755 ― ― 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金増
減額(千円) 

資本準備金残
高(千円) 

平成19年４月１日～  

平成19年９月30日  
― 146,755 ― 509,346 ― 627,846 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

（株） 

発行済株式総数に対す

る所有株式数の割合

（％） 

 ユナイテッド・テクノロジー・ホールディングス

株式会社 

 東京都品川区北品川四丁目

7番35号 
146,755 100.0 

 計 ― 146,755 100.0 



(6) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  (注) 当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  平成19年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式 (自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式 (その他) ― ― ― 

完全議決権株式 (自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式 (その他) 普通株式   146,755 146,755 ― 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数   ― ― 

総株主の議決権 ― 146,755 ― 

  ②【自己株式等】                                   平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数(株) 

他人名義所有 
株式数(株) 

所有株式数の 
合計(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ―  ―  ―  ―  

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) ― ― ― ― ― ― 

最低(円) ― ― ― ― ― ― 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1)当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

(2)当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の中間財務諸表について、

並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９

月30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表

については、仰星監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)                     

Ⅰ 流動資産                     

１  現金及び預金     597,175     3,771,405     1,307,848   

２  受取手形及び売掛金 ※５   2,672,585     9,226,268     3,348,282   

３ 棚卸資産     －     5,282,648     －   

４ 親会社株式      －     353,535     －   

５  前払費用     243,709     228,966     267,752   

６  繰延税金資産     95,932     174,921     163,802   

７  その他     35,098     431,631     42,897   

貸倒引当金     △39,118     △52,848     △27,374   

流動資産合計     3,605,383 70.1   19,416,527 81.1   5,103,208 73.7 

Ⅱ 固定資産                     

１  有形固定資産 ※１                   

(1)建物及び構築物   12,415     725,805     13,469     

(2)工具器具備品   38,350     76,926     48,972     

(3)土地    －     677,300     －     

(4)その他   26,271 77,037   77,897 1,557,929   26,242 88,683   

２  無形固定資産                     

  (1)のれん   －     120,941     －     

(2)ソフトウェア仮勘
定 

  372,393     －     372,393     

(3)その他   24,813 397,207   385,659 506,600   28,291 400,685   

３  投資その他の資産                     

(1)投資有価証券   822,512     865,558     809,481     

(2)差入保証金   164,518     232,167     215,336     

(3)長期性預金   －     717,000     －     

(4)その他   79,572     654,273     307,666     

貸倒引当金   △296 1,066,307   － 2,468,999   － 1,332,484   

固定資産合計     1,540,552 29.9   4,533,529 18.9   1,821,854 26.3 

資産合計     5,145,935 100.0   23,950,057 100.0   6,925,062 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

（負債の部）                     

 Ⅰ 流動負債                     

 １ 支払手形及び買掛金     －     7,840,095     －   

２ 短期借入金     518,000     3,285,000     374,000   

３ 未払金     238,745     203,945     277,554   

４ 未払法人税等     390,053     1,225,944     743,939   

５ 未払消費税等 ※３   293,405     359,416     573,797   

６ 未払費用     1,271,703     1,686,001     1,841,674   

７ 預り金      353,341     488,747     393,076   

８ 賞与引当金     83,134     －     116,400   

９ 引当金     －     238,248     －   

10 前受金     －     2,780,850     －   

11 その他      18,769     17,903     30,872   

流動負債合計     3,167,153 61.5   18,126,154 75.7   4,351,315 62.8 

Ⅱ 固定負債                     

  １  長期未払金     3,690     17,814     2,952   

２  引当金      －     256,157     －   

３ その他     －     35,751     －   

固定負債合計     3,690 0.1   309,722 1.3   2,952 0.1 

負債合計     3,170,843 61.6   18,435,877 77.0   4,354,267 62.9 

            

 (純資産の部)                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     491,975 9.6   509,346 2.1   509,346 7.3 

２ 資本剰余金     610,475 11.9   627,846 2.6   627,846 9.1 

３ 利益剰余金     896,087 17.4   2,274,438 9.5   1,473,894 21.3 

株主資本合計     1,998,539 38.9   3,411,631 14.2   2,611,088 37.7 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

その他有価証券評価差
額金 

    △36,163 △0.7   △59,696 △0.2   △54,919 △0.8 

評価・換算差額等合計     △36,163 △0.7   △59,696 △0.2   △54,919 △0.8 

Ⅲ 少数株主持分     12,716 0.2   2,162,246 9.0   14,626 0.2 

純資産合計     1,975,092 38.4   5,514,180 23.0   2,570,794 37.1 

負債純資産合計     5,145,935 100.0   23,950,057 100.0   6,925,062 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

  (自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

  (自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     10,433,049 100.0   23,730,756 100.0   23,952,750 100.0 

Ⅱ 売上原価     8,419,816 80.7   19,101,657 80.5   19,379,894 80.9 

売上総利益     2,013,232 19.3   4,629,099 19.5   4,572,856 19.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

                    

１ 貸倒引当金繰入額   6,596     12,221     5,413     

２ 給与及び賞与   482,460     665,825     1,141,654     

３ 福利厚生費   96,367     143,875     218,361     

４ 採用関連費     204,274     169,712     398,397     

５ 減価償却費   14,598     63,144     39,762     

６ その他   411,006 1,215,304 11.7 783,153 1,837,932 7.7 933,791 2,737,381 11.4 

営業利益     797,928 7.6   2,791,166 11.8   1,835,475 7.7 

Ⅳ 営業外収益                     

１ 受取利息   192     3,777     630     

２ 持分法による投資 
  利益  

  －     27,809     －     

３ 消費税等差益   －     10,878     10,460     

４ 投資有価証券売却  
  益 

  400     －     400     

５ その他   255 848 0.0 23,594 66,058 0.2 380 11,871 0.0 

Ⅴ 営業外費用                     

１ 支払利息   3,439     21,235     8,531     

２ 持分法による投資
損失 

  38,855     －     30,262     

３ 為替差損   －     5,121     －     

４ 株式交付費   1,927     213     2,195     

５ 貸倒引当金繰入額   296     －     －     

６ その他   9 44,528 0.4 1,325 27,896 0.1 9 40,999 0.2 

経常利益     754,249 7.2   2,829,329 11.9   1,806,347 7.5 

Ⅵ  特別利益                     

 １ 持分変動損益    －     －     15     

２  関係会社株式売却  
  益 

  － － － － － － 2,521 2,537 0.0 

Ⅶ 特別損失                     

１ 固定資産除却損 ※１ 4,165     571     －     

２  ソフトウエア除却  
  損 

  －     －     4,165     

３ 本社移転費用  ※2  －     24,021     －     

４ その他    － 4,165 0.0 333 24,926 0.1 － 4,165 0.0 

税金等調整前中間 
(当期)純利益 

    750,083 7.2   2,804,403 11.8   1,804,719 7.5 

法人税、住民税及
び事業税 

  354,806     1,174,373     897,474     

法人税等調整額   △16,617 338,188 3.3 △9,737 1,164,635 4.9 △84,366 813,107 3.4 

少数株主利益     △3,373 △0.0   △540,646 △2.3   △5,282 △0.0 

中間(当期)純利益     408,521 3.9   1,099,120 4.6   986,328 4.1 

            



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 (注)平成18年6月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高(千円) 489,880 608,380 616,981 1,715,241 

中間連結会計期間中の変動額        

新株の発行 2,095 2,095   4,191 

剰余金の配当     （注）     △110,955 △110,955 

役員賞与       （注）     △18,460 △18,460 

中間純利益     408,521 408,521 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額) 

        

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) 2,095 2,095 279,106 283,297 

平成18年９月30日 残高(千円) 491,975 610,475 896,087 1,998,539 

 

評価・換算差額等

少数株主持分  純資産合計 その他有価証券
評価差額金 

平成18年３月31日 残高(千円) △277 68,700 1,783,665

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行     4,191

剰余金の配当     （注）     △110,955

役員賞与       （注）     △18,460

中間純利益     408,521

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額) △35,886 △55,983 △91,870

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) △35,886 △55,983 191,427

平成18年９月30日 残高(千円) △36,163 12,716 1,975,092



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高(千円) 509,346 627,846 1,473,894 2,611,088 

中間連結会計期間中の変動額        

剰余金の配当          △296,445 △296,445 

連結除外に伴う利益剰余金の減
少高        

    △2,132 △2,132 

中間純利益     1,099,120 1,099,120 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額) 

        

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)     800,543 800,543 

平成19年９月30日 残高(千円) 509,346 627,846 2,274,438 3,411,631 

 

評価・換算差額等

少数株主持分  純資産合計 その他有価証券
評価差額金 

平成19年３月31日 残高(千円) △54,919 14,626 2,570,794

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当          △296,445

連結除外に伴う利益剰余金の減少
高              

    △2,132

中間純利益     1,099,120

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額) △4,777 2,147,619 2,142,842

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) △4,777 2,147,619 2,943,386

平成19年９月30日 残高(千円) △59,696 2,162,246 5,514,180



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 (注)平成18年6月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高(千円) 489,880 608,380 616,981 1,715,241 

連結会計年度中の変動額        

新株の発行 19,466 19,466   38,933 

剰余金の配当 （注）     △110,955 △110,955 

役員賞与   （注）     △18,460 △18,460 

当期純利益     986,328 986,328 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額) 

        

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 19,466 19,466 856,913 895,846 

平成19年３月31日 残高(千円) 509,346 627,846 1,473,894 2,611,088 

 

評価・換算差額等

少数株主持分  純資産合計 その他有価証券
評価差額金 

平成18年３月31日 残高(千円) △277 68,700 1,783,665

連結会計年度中の変動額      

新株の発行     38,933

剰余金の配当     （注）     △110,955

役員賞与       （注）     △18,460

当期純利益     986,328

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額) △54,642 △54,074 △108,716

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) △54,642 △54,074 787,129

平成19年３月31日 残高(千円) △54,919 14,626 2,570,794



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

１ 税金等調整前中間(当期)
純利益 

  750,083 2,804,403 1,804,719 

２ 減価償却費   14,598 86,398 39,762 

３ のれん償却額   823 3,043 1,723 

４ 固定資産除却損   4,165 571 4,165 

５ 貸倒引当金の増加額又は
減少額(△) 

  6,892 11,185 △5,147 

６ 賞与引当金の増加額又は
減少額(△) 

  31,539 － 64,805 

７ 引当金の増加額又は減少
額(△)  

  － 100,030 － 

８ 受取利息及び受取配当金   △192 △6,586 △630 

９ 支払利息   3,439 21,235 8,531 

10 持分法による投資利益   － △27,809 － 

11 持分法による投資損失   38,855 － 30,262 

12 関係会社株式売却益   － － △2,521 

13  投資有価証券運用益   － △7,230 － 

14 株式交付費   1,927 213 2,195 

15 投資有価証券売却益   △400 － △400 

16  本社移転費用   － 24,021 － 

17 その他の収益   △255 － － 

18 その他の費用   6,856 5,775 12,962 

19 売上債権の増加額(△)又
は減少額 

  △515,089 △1,911,641 △1,190,786 

20 たな卸資産の増加額(△)
又は減少額 

  △1,560 △269,763 △1,590 

21 前払費用の増加額(△)又
は減少額 

  △55,789 45,087 △79,842 

22 その他資産の増加額(△)
又は減少額 

  △9,101 － △16,752 

23 仕入債務の増加額又は減
少額(△) 

  2,899 2,069,148 6,556 

 24 未払費用の増加額又は減
少額(△) 

  177,658 △197,154 747,630 

25 預り金の増加額又は減少
額(△) 

  168,004 87,403 207,739 

26 未払消費税等の増加額又
は減少額(△) 

  60,748 △212,061 341,141 

27  未収消費税等の増加額
（△）又は減少額  

  － 85,654 － 

 28 その他負債の増加額又は
減少額(△) 

  41,981 △285,093 106,914 

 29 役員賞与の支払額   △18,460 － △18,460 

 30 その他   － △284,806 － 

小計   709,625 2,142,023 2,062,961 

 



    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

31 利息の受取額   50 6,590 630 

32 利息の支払額   △3,674 △20,299 △8,755 

33 法人税等の支払額   △339,700 △1,289,903 △542,892 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  366,300 838,411 1,511,944 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

１ 有形固定資産の取得によ
る支出 

  △32,615 △53,440 △66,191 

２ 無形固定資産の取得によ
る支出 

  △203,615 △16,007 △224,063 

３ 投資有価証券の取得によ
る支出 

  △448,134 － △501,534 

４ 子会社/関係会社株式の
取得による支出 

  △53,400 △15,000 － 

５ 投資有価証券の売却によ
る収入 

  800 － 800 

６ 差入保証金の純増加額
(△)又は純減少額 

  △31,132 △73,868 △86,366 

７ 連結子会社株式の追加取
得による支出 

  △60,180 － △60,180 

８ 連結の範囲の変更を伴う
子会社株式の取得による
収入  

  － 1,255,130 － 

９ 貸付けによる支出   △40,000 － △40,000 

10  貸付金の回収による収入   － 66,229 40,000 

11  出資金の払込による支出   － － △253,100 

12 その他   △1,429 12,972 △3,779 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △869,707 1,176,015 △1,194,414 

 



    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

１ 短期借入金の純増加額又
は純減少額(△) 

  498,000 791,000 354,000 

２ 長期未払金の返済による
支出 

  △738 △738 △1,476 

３ 株式の発行による収入   2,264 － 36,737 

４ 株式交付費の支出    － △213 － 

５ 配当金の支払額   △110,955 △296,445 △110,955 

６ 新規連結子会社の旧株主 
  に対する配当金支払額  

  － △27,701 － 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  388,570 465,902 278,305 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額  

  － 1,436 － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加
額又は減少額(△) 

  △114,836 2,481,765 595,835 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

  712,012 1,307,848 712,012 

Ⅶ  連結除外に伴う現金及び現
金同等物の減少額 

  － △18,208 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間
期末(期末)残高 

※１ 597,175 3,771,405 1,307,848 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

  (自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事

項 

  子会社は全て連結しております。

連結子会社の数    2社 

連結子会社の名称 

㈱アルティスタ 

ＦＰＤソリューションズ㈱ 

  なお、ＦＰＤソリューション

ズ㈱は、平成18年８月29日に、

ネクサス・テクノロジ㈱から社

名を変更しております。  

(1)連結子会社の数    2社 

 連結子会社の名称 

 ㈱アルティスタ 

 ミクロ技研(株) 

      ミクロ技研(株)の株式 

    40.07％を取得したこと及び議 

    決権行使の同意書61,000株分の 

    差入により当社の議決権保有割 

    合が51.08%になったため、連結 

    子会社としております。   

      なお、連結子会社であったＦ 

    ＰＤソリューションズ（株） 

    は、重要性の観点から、当中間 

    連結会計期間より連結範囲から 

    除外しております。 

 (2)主要な非連結子会社の名称等 

   ㈱ファインステージ 

  ＦＰＤソリューションズ㈱  

    他1社 

(連結の範囲から除いた理由) 

   非連結子会社は、いずれも小規 

  模であり合計の総資産、売上高、 

  中間純損益(持分に見合う額)及 

  び利益剰余金(持分に見合う額)等 

 は、いずれも中間連結財務諸表に 

 重要な影響を及ぼしていないため 

 であります。 

(1)連結子会社の数    2社 

連結子会社の名称 

㈱アルティスタ  

ＦＰＤソリューションズ㈱ 

   なお、ＦＰＤソリューション

ズ㈱は、平成18年８月29日に、

ネクサス・テクノロジ㈱から社

名を変更しております。  

 (2)主要な非連結子会社の名称等 

 (株)ファインステージ 

 (連結の範囲から除いた理由) 

 非連結子会社は、いずれも小規模 

 であり合計の総資産、売上高、当 

 期純損益(持分に見合う額)及び利 

 益剰余金(持分に見合う額)等は、 

 いずれも連結財務諸表に重要な影 

 響を及ぼしていないためでありま 

 す。 

２ 持分法の適用に関する

事項 

  関連会社は全て持分法を適用し

ております。 

(1)持分法を適用した関連会社数   

  4社 

関連会社の名称 

松下エクセルプロダクツ㈱ 

㈱クロスオーバー 

㈱ウインズ  

㈱ゼクウ 

  なお、㈱ゼクウは平成18年６

月23日に株式を取得したため、

当連結会計年度より持分法を適

用した関連会社となりました。 

  

  関連会社は全て持分法を適用し

ております。 

(1)持分法を適用した関連会社数  

  4社 

関連会社の名称 

松下エクセルプロダクツ㈱ 

全協化成工業㈱ 

㈱ウインズ  

㈱ゼクウ 

 (2)持分法を適用していない非連結

  子会社 

    ㈱ファインステージ、グラビ 

   ティ㈱及びＦＰＤソリューショ 

 ンズ(株）は、中間純損益(持分に 

 見合う額）及び利益剰余金(持分 

 に見合う額)等からみて、持分法 

 の対象から除いても中間連結財務 

 諸表に及ぼす影響が軽微であり、 

 かつ、全体としても重要性がない 

 ため持分法の適用範囲から除外し 

 ております。 

  関連会社は全て持分法を適用し

ております。 

(1)持分法を適用した関連会社数  

  ３社 

関連会社の名称 

松下エクセルプロダクツ㈱  

 ㈱ウインズ  

㈱ゼクウ  

 なお、㈱ゼクウは平成18年６

月23日に株式を取得したため、

当連結会計年度より持分法を適

用した関連会社となりました。  

 また、(株)クロスオーバー

は、平成18年12月8日に株式を売

却したため、持分法の適用範囲

から除外しております。  

 (2)持分法を適用していない非連結

  子会社 

   ㈱ファインステージは、当期 

 純損益(持分に見合う額）及び利 

  益剰余金(持分に見合う額)等から 

  みて、持分法の対象から除いても 

  連結財務諸表に及ぼす影響が軽微 

  であり、かつ、全体としても重要 

 性がないため持分法の適用範囲か 

 ら除外しております。 

３ 連結子会社の中間決算

日(決算日)等に関する

事項 

  全ての連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致してお

ります。 

  全ての連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致してお

ります。 

  全ての連結子会社の決算日は、

連結決算日と一致しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

  (自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する

事項 

      

(1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

  中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法を

採用しております(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ております)。 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

イ 有価証券 

その他有価証券  

時価のあるもの 

  連結決算日の市場価格

等に基づく時価法を採用

しております(評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定してお

ります)。 

  ロ たな卸資産  

  － 

  

  － 

  

  

  

貯蔵品 

終仕入原価法による原

価法 

ロ たな卸資産  

商品 

個別法による原価法 

    製品、仕掛品、原材料 

     主として、個別法による原

     価法 

  

       貯蔵品 

          終仕入原価法による原価

         法 

ロ たな卸資産  

  － 

    

  － 

 

  

  

貯蔵品 

終仕入原価法による原

価法 

(2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

  定率法を採用しております。

  ただし、建物(建物付属設備

を除く)については定額法を採

用しております。 

  なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っております。 

イ 有形固定資産 

  定率法を採用しております。

  ただし、建物(建物付属設備

を除く)については定額法を採

用しております。 

  なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っております。 

(会計方針の変更)  

 当社及び連結子会社は、法

人税法の改正に伴い、当中間

連結会計期間より、平成19年4

月1日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法

に変更しております。  

 これにより営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純

利益はそれぞれ2,217千円減少

しております。  

 (追加情報) 

  平成19年3月31日以前に取得し 

 た残存簿価については、償却限度 

 額まで償却が終了した翌年から５ 

 年間で均等償却する方法によって 

 おります。 

   なお、これによる損益に与える 

  影響は、軽微であります。 

イ 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

  ただし、建物(建物付属設備

を除く)については定額法を採

用しております。  

  なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っております。  

 



項目 
前中間連結会計期間 

  (自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

  ロ 無形固定資産 

  定額法によっております。 

  のれんについては5年間で均

等償却しております。 

  

  

  

  

  また、自社利用のソフトウ

ェアについては社内における

利用可能期(5年)に基づく定額

法を採用しております。 

ロ 無形固定資産 

  定額法によっております。 

  のれんについては5年間及び

20年間で均等償却しておりま

す。 

  ただし、金額的重要性の乏

しい場合には、発生年度に全

額償却しています。   

  また、自社利用のソフトウ

ェアについては社内における

利用可能期(5年)に基づく定額

法を採用しております。 

ロ 無形固定資産 

  定額法によっております。 

 のれんについては5年間で均

等償却しております。 

 ただし、金額的重要性の乏し

い場合には、発生年度に全額

償却しています。 

  

 また、自社利用のソフトウ

ェアについては社内における

利用可能期間(5年)に基づく定

額法を採用しております。 

(3) 重要な繰延資産の処

理方法 

イ 株式交付費 

  支出時に全額費用として処

理しております。 

イ 株式交付費 

  同左 

イ 株式交付費 

  同左      

(4) 重要な引当金の計上

基準  

イ  貸倒引当金  

  債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては合理的に見積もった貸倒

率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

イ  貸倒引当金  

  同左  

イ  貸倒引当金  

同左 

  ロ  賞与引当金 

  従業員の賞与の支払に備え

るため、支給見込額のうち当

中間連結会計期間に対応する

金額を計上しております。 

  － 

  

  

  

  

  

  

  － 

ロ  賞与引当金 

  同左  

  

  

  

ハ 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える 

    ため、当連結会計年度におけ 

    る退職給付の見込額に基づ 

    き、当中間連結会計期間末に 

    おいて発生していると認めら 

    れる額を計上しております。 

ニ 役員退職慰労引当金  

    役員退職慰労金の支給に備 

    えるため、内規に基づく中間 

    期末要支給額を計上しており 

    ます。 

 ロ  賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備え

るため、支給見込額のうち当

連結会計年度に対応する金額

を計上しております。   

  

  

  

  － 

  

  

  

  

  

  

  － 

  (5) 重要な外貨建の資産 

       又は負債の本邦通貨 

       への換算基準 

 － 

  

  

     外貨建金銭債権債務は、中 

   間連結決算日の直物為替相場  

   により円貨に換算し、換算差 

   額は損益として処理しており 

   ます。 

 － 

  

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

  (自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

(6) 重要なリース取引の

処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。  

  

  同左 

  

 同左 

  

(7) 重要なヘッジ会計の

方法  

 － 

  

 ①ヘッジ会計の方法 

  原則として繰延ヘッジ処理によ

っております。なお、振当処理の

要件を満たしている為替予約につ

いては振当処理によっておりま

す。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  当中間連結会計期間にヘッジ

会計を適用したヘッジ手段とヘ

ッジ対象は以下のとおりであり

ます。 

  a    ヘッジ手段 

       為替予約 

  b    ヘッジ対象 

      製品輸出による外貨建 

      売上債権及び外貨建予 

      定取引 

 ③ヘッジ方針  

  デリバティブ取引に関する権限

規程及び取引限度額等を定めた内

部規程に基づき、ヘッジ対象に係

る為替相場変動リスクを一定の範

囲でヘッジしております。 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の相場変動またはキ

ャッシュ・フロー変動とヘッジ手

段の相場変動またはキャッシュ・

フロー変動の間に高い相関関係が

あることを確認し、有効性の評価

方法としております。 

 － 

  

(8) その他中間連結財務

諸表(連結財務諸表)

作成のための重要な

事項 

消費税等の処理方法 

  消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

消費税等の処理方法 

   同左  

消費税等の処理方法 

     同左 

５ 中間連結キャッシュ・

フロー計算書(連結キャ

ッシュ・フロー計算書)

における資金の範囲 

  手許現金、随時引出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から3ヶ月

以内に償還期限が到来する短期投

資からなっております。 

   同左 

  

  

    同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

(役員賞与に関する会計基準) 

 当中間連結会計期間より、「役員賞与に関

する会計基準」(企業会計基準第4号 平成17

年11月29日)を適用しております。      

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

ー  (役員賞与に関する会計基準)  

 当連結会計年度より、「役員賞与に関する

会計基準」(企業会計基準第4号 平成17年11

月29日)を適用しております。        

 この結果、従前の方法に比べて、営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は

それぞれ45,000千円減少しております。 

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計 

 基準) 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」(企業

会計基準第5号 平成17年12月9日)及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8

号 平成17年12月9日)を適用しております。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当する金

額は、1,962,375千円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

ー  

  

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会 

 計基準)  

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」(企業会計

基準第5号 平成17年12月9日)及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指針第8号 

平成17年12月9日)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

  また、従来の資本の部の合計に相当する金

額は、2,556,168千円であります。 

  また、当連結会計年度における連結貸借対

照表の純資産の部については、連結財務諸表

規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。 

(ストック・オプション等に関する会計基準) 

 当中間連結会計期間より、「ストック・オ

プション等に関する会計基準」(企業会計基

準第8号 平成17年12月27日)及び「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第11号 平成18

年5月31日)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

ー   

         

(ストック・オプション等に関する会計基準) 

 当連結会計年度より、「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準」(企業会計基準第8

号 平成17年12月27日)及び「ストック・オ

プション等に関する会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第11号 平成18年5月

31日)を適用しております。 

  これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

 (繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い) 

  当中間連結会計期間より、「繰延資産の会

計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告

第19号 平成18年8月11日)を適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

ー   

         

(繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い) 

  当連結会計年度より、「繰延資産の会計処

理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第19

号 平成18年8月11日)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

前中間連結会計期間 

  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

－ 

   

 (中間連結貸借対照表) 

「賞与引当金」は、前中間連結会計期間末まで、区分掲記しておりま

したが、当中間連結会計期間末において負債及び純資産額の合計額の

100分の1以下となったため「引当金」に含めて表示しております。 

なお、当中間連結会計期間末の「賞与引当金」の金額は198,248千円

であります。 



注記事項 

 (中間連結貸借対照表関係) 

 (中間連結損益計算書関係) 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

82,543千円 

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

561,261千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

103,648千円 

  ２       ─────              

  

  ２ 受取手形裏書譲渡高 

91,896千円  

  ２     ─────           

  

※３ 消費税等の取扱  

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、未払消費税等として表示してお

ります。 

  

※３ 消費税等の取扱  

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相

殺のうえ、未払消費税等として表示し

ております。 

  

※３          ─────         

   

  ４  当社グループにおいては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀行6行と

当座貸越契約を締結しております。   

 この契約に基づく当中間連結会計期間

末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 

  ４  当社グループにおいては、運転資金

の効率的な調達を行うため取引銀行8行

と当座貸越契約を締結しております。  

 この契約に基づく当中間連結会計期

間末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

 ４  当社グループにおいては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀行7行と

当座貸越契約を締結しております。  

  この契約に基づく当連結会計年度末の

借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

当座貸越契約  3,650,000千円 

借入実行残高    518,000千円 

差引額   3,132,000千円 

当座貸越契約 5,300,000千円 

借入実行残高 1,700,000千円 

差引額  3,600,000千円 

当座貸越契約 4,750,000千円 

借入実行残高 374,000千円 

差引額  4,376,000千円 

  

※５ 中間連結会計期間末日満期手形の処理 

    について 

 中間連結会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日をもっ

て決済処理しております。     

  なお、当中間連結会計期間末日は金

融機関の休日であるため、次の中間連

結会計期間末日満期手形は当中間連結

会計期間末残高に含まれております。  

受取手形             18,153千円 

  

※５ 中間連結会計期間末日満期手形の処 

    理について 

  中間連結会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日をもっ

て決済処理しております。     

  なお、当中間連結会計期間末日は金

融機関の休日であるため、次の中間連

結会計期間末日満期手形は当中間連結

会計期間末残高に含まれております。  

受取手形          16,925千円 

支払手形        507,108千円 

  

※５  連結会計年度末日満期手形の処理につ 

    いて 

   連結会計年度末日満期手形の会計処理 

 については、手形交換日をもって決済処 

 理しております。     

   なお、当連結会計年度末日は金融機関 

 の休日であるため、次の連結会計年度末 

 日満期手形は当連結会計年度末残高に含 

 まれております。   

 受取手形               213千円 

前中間連結会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

※１ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

    ソフトウェア     4,165千円 

※１ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります 

      工具器具備品       571千円 

           － 

   

           －  ※2 本社移転費用の内訳は次のとおりであ  

    ります。 

 固定資産除却損               12,601千円 

 原状回復費用          11,420千円 

      合計           24,021千円 

           － 



 (中間連結株主資本等変動計算書関係) 

  

 前中間連結会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 普通株式の発行済株式総数の増加116,309株は、新株予約権の権利行使による新株の発行によるもの125株及 

   び株式分割(１:５)によるもの116,184株であります。 

 ２ 配当に関する事項 

   (1)配当金支払額 

  (2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  

      該当事項はありません。  

 当中間連結会計期間(自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

 ２ 配当に関する事項 

   (ア)配当金支払額 

  (イ)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となる 

     

          該当事項はありません。  

 
前連結会計年度末 
株式数(株) 

当中間連結会計期間
増加株式数(株) 

当中間連結会計期間
減少株式数(株) 

当中間連結会計期間
末株式数(株) 

発行済株式        

普通株式(注) 29,046 116,309 － 145,355 

合計 29,046 116,309 － 145,355 

自己株式 － － － － 

合計 － － － － 

   (決議) 
株式の種類 

配当金の総額 
(千円) 

１株当たり配当
額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年6月24日 

定時株主総会 
普通株式 110,955 3,820 平成18年3月31日 平成18年6月24日 

 
前連結会計年度末 
株式数(株) 

当中間連結会計期間
増加株式数(株) 

当中間連結会計期間
減少株式数(株) 

当中間連結会計期間
末株式数(株) 

発行済株式        

普通株式 146,755 － － 146,755 

合計 146,755 － － 146,755 

自己株式 － － － － 

合計 146,755 － － 146,755 

   (決議) 
株式の種類 

配当金の総額 
(千円) 

１株当たり配当
額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年5月15日 

取締役会 
普通株式 296,445 2,020 平成19年3月31日 平成19年5月15日 



 前連結会計年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 普通株式の発行済株式総数の増加117,709株は、新株予約権の権利行使による新株の発行によるもの1,525株及び 

  株式分割(1:5)によるもの116,184株であります。 

 ２ 配当に関する事項 

   (1)配当金支払額 

  (2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 (中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
前連結会計年度末 
株式数(株) 

当連結会計年度増加
株式数(株) 

当連結会計年度減少
株式数(株) 

当連結会計年度末 
株式数(株) 

発行済株式        

普通株式(注) 29,046 117,709 － 146,755 

合計 29,046 117,709 － 146,755 

自己株式 － － － － 

合計 － － － － 

   (決議) 
株式の種類 

配当金の総額 
(千円) 

１株当たり配当
額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年6月24日 

定時株主総会 
普通株式 110,955 3,820 平成18年3月31日 平成18年6月24日 

   (決議) 株式の種類 
配当金の総額 

(千円)  
配当の原資 

１株当たり配当
額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年5月15日

取締役会 
普通株式 296,445 利益剰余金  2,020 平成19年3月31日  平成19年5月15日

前中間連結会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至  平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至  平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
  (自 平成18年４月１日 

至  平成19年３月31日) 

※１  現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

※１  現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

(平成18年９月30日現在) (平成19年９月30日現在) (平成19年３月31日現在)

現金及び預金勘定 597,175千円

現金及び現金同等物 597,175千円

現金及び預金勘定 3,771,405千円

現金及び現金同等物 3,771,405千円

現金及び預金勘定 1,307,848千円

現金及び現金同等物 1,307,848千円



 (リース取引関係) 

前中間連結会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

工具器

具備品 

  

(千円) 

  有形固

定資産

その他 

(千円) 

  無形固

定資産

その他 

(千円) 

  合計 

  

 

(千円) 

取得価額

相当額 
9,186

  
7,260

  
3,540

  
19,986

減価償却

累計額相

当額 

3,485

  

2,783

  

1,888

  

8,156

中間期末

残高相当

額 

5,700

  

4,477

  

1,652

  

11,829

  

工具器

具備品

  

(千円)

  有形固

定資産

その他

(千円)

  無形固

定資産

その他

(千円)

  合計 

  

  

(千円)

取得価額

相当額 
8,399

  
15,544

  
3,540

  
27,483

減価償却

累計額相

当額 

3,291

  

7,775

  

2,596

  

13,663

中間期末

残高相当

額 

5,107

  

7,768

  

944

  

13,820

  

工具器

具備品

  

(千円)

  有形固

定資産

その他 

(千円) 

  無形固

定資産

その他 

(千円) 

  合計 

  

 

(千円)

取得価額

相当額 
9,186

  
10,560

  
3,540

  
23,286

減価償却

累計額相

当額 

4,736

  

3,674

  

2,242

  

10,652

期末残高

相当額 
4,449

  
6,886

  
1,298

  
12,634

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 4,825千円

１年超 7,538千円

合計 12,364千円

１年以内 6,895千円

１年超 7,393千円

合計 14,288千円

１年以内 5,497千円

１年超 7,659千円

合計 13,157千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 2,500千円

減価償却費相当額 2,330千円

支払利息相当額 227千円

支払リース料 3,225千円

減価償却費相当額 3,010千円

支払利息相当額 227千円

支払リース料 5,118千円

減価償却費相当額 4,826千円

支払利息相当額 426千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

・リース料総額とリース物件の取得価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によ

っております。 

利息相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

同左 



 (有価証券関係) 

  前中間連結会計期間末(平成18年9月30日現在) 

   その他有価証券で時価のあるもの 

  当中間連結会計期間末(平成19年9月30日現在) 

  （1） その他有価証券で時価のあるもの 

  （2） 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  前連結会計年度末(平成19年3月31日現在)  

   その他有価証券で時価のあるもの 

  取得原価(千円) 
中間連結貸借対照表
計上額(千円) 

差額(千円) 

 (1) 株式 447,734 387,933 △59,801 

(2)その他  100,066 98,893 △1,172 

  547,800 486,826 △60,973 

  取得原価(千円) 
中間連結貸借対照表
計上額(千円) 

差額(千円) 

 (1) 株式 487,553 448,151 △39,401 

(2)その他  125,261 124,821 △440 

  612,814 572,972 △39,842 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式  17,000 

(2）関係会社株式 629,121 

    合計 646,121 

  取得原価(千円) 
連結貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

 (1) 株式 447,734 357,357 △90,377 

 (2)その他  100,066 97,845 △2,220 

  547,800 455,202 △92,597 



 (デリバティブ取引関係) 

 前中間連結会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 

    当社グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 当中間連結会計期間(自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日)  

   該当事項はありません。 

    なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いておりま

  す。 

   

  前連結会計年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

    当社グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 (ストック・オプション等関係) 

     前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)  

       前中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

(注)１．株式数に換算して記載しております。 

  ２．「ストック・オプション等に関する会計基準」の適用開始以前に付与されたものであります。  

     当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日)  

       当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

   平成19年４月２日の株式移転により、ユナイテッド・テクノロジー・ホールディングス株式会社の完全子会社 

   となったことに伴い、ストック・オプションも同時に移管されたため、該当事項はありません。 

  平成18年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 当社子会社取締役３名、当社顧問１名 

 株式の種類別のストック・オプションの付与数(注) 普通株式  400株 

 付与日 平成18年４月28日 

 権利確定条件 

 権利行使時においても、当社及び当社の子会社もしくは関

連会社の取締役、監査役及び従業員又は顧問等の地位にあ

ることを要する。ただし、上記の地位を失った場合におい

て、正当な理由があると認めた場合については、行使でき

るものとする。 

 対象勤務期間  定めておりません。 

 権利行使期間  平成19年７月１日から平成22年６月30日まで 

 権利行使価格(円) 249,000 

 付与日における公正な評価単価(円) － 



 前連結会計年度(自 平成18年4月1日  至 平成19年3月31日)   

（1）当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容  

  （注）1 上記表に記載された株式数は、平成16年5月20日付株式分割（1：2）、平成18年4月1日付株式分割（1：5） 

      による分割後の株式数に換算して記載しております。 

     2 権利行使価格は、平成16年5月20日付株式分割（1：2）、平成18年4月1日付株式分割（1：5）による分割後 

      の価格に換算して記載しております。 

  

  

平成15年 

第1回ストック・ 

オプション  

平成16年 

第2回ストック・ 

オプション  

平成17年 

第3回ストック・ 

オプション  

平成17年 

第4回ストック・ 

オプション  

平成18年 

第5回ストック・ 

オプション  

付与対象

の区分及

び人数 

当社取締役    ４名 

当社従業員   156名 

派遣社員       4名 

  

顧問           2名 

当社従業員   212名 

当社取締役     3名 

当社従業員    29名 

当社子会社 

取締役          1名 

 当社従業員     7名 当社子会社 

取締役         3名 

顧問           1名 

株式の種

類別のス

トック・

オプショ

ン数 

（注-1） 

普通株式 9,330株  普通株式 3,015株  普通株式 4,365株  普通株式 175株  普通株式 400株  

付与日  平成15年7月22日 平成16年8月9日  平成17年11月14日  平成17年12月19日  平成18年4月27日  

権利確定 

条件  

  利行使時において当

社又は当社の関連会社

の取締役もしくは従業

員の地位にあることを

要す。 

  

 権利行使時において当

社及び当社の子会社も

しくは関連会社の取締

役、監査役及び従業員

又は顧問等の地位にあ

ることを要す。 

 同左 

 権利行使時において当

社又は当社の関連会社

の取締役もしくは従業

員の地位にあることを

要す。 

  

 権利行使時において

当社及び当社の子会社

もしくは関連会社の取

締役、監査役及び従業

員又は顧問等の地位に

あることを要す。 

対象勤務

期間 
規定はありません。   同左   同左   同左   同左  

権利行使

期間 

自 平成17年7月1日 

至 平成20年6月末日 

自 平成18年7月1日 

至 平成21年6月末日 

自 平成19年7月1日 

至 平成22年6月末日 

自 平成19年7月1日 

至 平成22年6月末日 

自 平成19年7月1日 

至 平成22年6月末日 

権利行使

価格(円）

(注-2) 

12,000 191,420 120,000 134,800 249,000 

付与日に

おける公

正な評価

単価

（円） 

 －  －  －  －  － 



（企業結合に係る注記） 

  

     前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)  

    該当事項はありません。 

  

 当中間連結会計期間(自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日)  

    該当事項はありません。 

  

   前連結会計年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日)   

    該当事項はありません。 



 (セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占めるアウトソーシング事

業の割合が、いずれも90%を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載は省略しております。 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 (注) 1. 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

    2. 各区分の主な事業の内容 

     アウトソーシング事業・・・国内メーカーの構内作業業務の請負 

     製造装置事業・・・製造装置の製造・販売 

  

    前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

     全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占めるアウトソーシング事業

   の割合が、いずれも90%を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載は省略しております。 

     

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 当社グループは、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメン

ト情報の記載は省略しております。 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 当社グループは、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメン

ト情報の記載は省略しております。 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 当社グループは、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメン

ト情報の記載は省略しております。 

  

アウトソーシ

ング事業 

（千円） 

製造装置事業

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

 Ⅰ 売上高及び営業損益          

  売上高          

  (1) 外部顧客に対する売上高 13,995,421 9,735,334 23,730,756   23,730,756 

  (2) セグメント間の内部売上高 

   又は振替高 
－ － － － － 

 計 13,995,421 9,735,334 23,730,756 － 23,730,756 

 営業費用 12,710,364 8,229,225 20,939,589 － 20,939,589 

 営業利益 1,285,906 1,506,109 2,791,166 － 2,791,166 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 当社グループは、海外売上高がないため、海外売上高の記載は省略しております。 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

（注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。  

   ２．アジア地域の主な国  台湾 中国   

             その他の主な国    アメリカ合衆国 ドイツ   

  

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

   当社グループは、海外売上高がないため、海外売上高の記載は省略しております。 

（開示対象特別目的会社関係） 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

       該当事項はありません。 

  アジア地域 その他 計 

 Ⅰ 海外売上高     （千円） 1,521,526 619,833 2,141,359 

 Ⅱ 連結売上高     （千円）     23,730,756 

 Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高 

   の割合        （％） 
6.4％ 2.6％ 9.0％ 



 (１株当たり情報) 

 （注）１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎 

        は、以下のとおりです。 

前中間連結会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 13,500円57銭

１株当たり中間純利

益金額 
2,811円82銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金

額 

2,713円22銭

   なお、潜在株式調整後、1株当たり 

 中間純利益については、潜在株式が存

 在していないため、記載しておりませ

 ん。 

１株当たり純資産額 22,840円34銭

１株当たり中間純利

益金額 
7,489円49銭

１株当たり純資産額 17,417円93銭

１株当たり当期純利

益金額 
 6,781円97銭

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額  

6,568円96銭

  当社は、平成18年４月１日付で普

通株式1株に対し、普通株式５株の割

合で株式分割を行いました。当該株

式分割が期首に行われたと仮定した

場合の前連結会計年度における１株

当たり情報については、それぞれ以

下のとおりとなります。 

 １株当たり純資産額  11,681円50

銭 

 １株当たり当期 

 純利益金額        2,518円65

銭 

 潜在株式調整後１株 

 当たり当期純利益金額 2,410円19

銭 

 当社は、平成18年４月１日付で普通

株式 1に対し、普通株式5株の割合で

株式分割を行いました。当該株式分割

が前期首に行われたと仮定した場合の

前連結会計年度における１株当たり情

報については、それぞれ以下のとおり

となります。 

１株当たり純資産額  11,681円50銭 

１株当たり当期 

純利益金額         2,518円65銭 

潜在株式調整後１株 

当たり当期純利益金額  2,410円19銭 

   

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額       

中間(当期)純利益(千円) 408,521 1,099,120 986,328 

普通株主に帰属しない金額(千円) － － － 

普通株式に係る中間(当期)純利益 

(千円) 
408,521 1,099,120 986,328 

普通株式の期中平均株式数(株) 145,287 146,755 145,434 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期) 

純利益金額 
－ － － 

中間(当期)純利益調整額(千円) － － － 

普通株式増加数(株) 5,280 － 4,716 

(うち新株予約権(株)) (5,280) － (4,716) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間(当期)純利益の

算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権方式による

ストックオプション 

(新株予約権80個)。 

これらの詳細は、「新

株予約権等の状況」に

記載しております。 

－   新株予約権方式による

ストックオプション 

(新株予約権80個)。 

これらの詳細は、「新

株予約権等の状況」に

記載しております。 



 (重要な後発事象) 

前中間連結会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

 １ 平成18年10月25日開催の取締役
会決議に基づき、株式会社エイペ
ックスと共同株式移転による完全
親会社設立に関する株式移転計画
書に調印いたしました。 
両社は、平成18年12月19日開催予
定の両社臨時株主総会の承認を前
提として、平成19年４月２日に、
株式移転により共同持株会社であ
る「ユナイテッド・テクノロジ
ー・ホールディングス株式会社」
を設立することとなりました。 
①株式移転の条件等 
(1)株式移転の日程 
平成18年11月20日 共同株式移転
決議取締役会 
平成18年12月19日 株式移転承認
臨時株主総会(両社) 
平成19年３月27日(予定)上場廃止
日(両社) 
平成19年４月２日(予定)共同持株
会社設立登記日(株式移転の日)、
共同持株会社上場日 
 ただし、株式移転の手続上やむ
を得ない事由が生じた場合は、両
社協議のうえ日程を変更する場合
があります。 
(2)株式移転比率 
日本エイム株式会社 1.14 
株式会社エイペックス 1.00 
(注)ⅰ．株式の割当比率 
日本エイムの株式１株に対して共
同持株会社の株式1.14株、エイペ
ックスの株式１株に対して共同持
株会社の株式１株を割当て交付い
たします。 
ⅱ．株式移転比率の算定根拠 
株式移転比率の算定は、日本エイ
ムについては辻・本郷税理士法人
による算定結果を、エイペックス
については朝日ビジネスソリュー
ション株式会社による算定結果を
それぞれ参考にして当事会社間で
協議を行い、両社の株価水準、資
産価値等を総合的に勘案のうえ決
定いたしました。 

 １ 当社は、経営資源の効率的運用
を図るため、平成19年12月14日開
催の取締役会において株式会社ゼ
クウ代表取締役本郷崇氏に対し
て、当社保有の関連会社である株
式会社ゼクウの株式を売却するこ
とを決議致しました。 
  売却の時期は平成19年12月26日
を予定しております。 

    売却株式数     267株 
    売却価格    53,400千円 
       売却前の持分比率 40.0％ 
       売却後の持分比率  0.0％ 
  

 係る売却により同社は、当社の
持分法適用対象会社から除外され
ることとなります。 

 １ 当社は、平成18年10月25日開催
の取締役会において、株式会社エ
イペックスと共同持株会社を設立
することについての基本合意書を
締結する決議を行いました。その
後、平成18年12月19日開催の臨時
株主総会における承認等所要の手
続きを経たうえで、平成19年４月
２日に、株式移転により共同持株
会社ユナイテッド・テクノロジ
ー・ホールディングス株式会社を
設立しました。 
(1)株式移転による事業統合の目  
  的 
当社は半導体・FPD（フラット・
パネル・ディスプレイ）メーカー
に対して、製造ラインの立上げ及
び運営に関して高い専門性を有す
るエンジニアによる製造ラインの
一括受託アウトソーシングサービ
ス事業を展開しております。また
当社は「Value up Vision」とい
う中期経営計画を掲げ、半導体特
化戦略、業務の高付加価値化戦略
を推し進めております。 
株式会社エイペックスは、半導体
メーカーに対して、中古半導体製
造装置の売買、仲介、リースを事
業の柱に半導体製造装置の立上
げ、リファービッシュ(再生)、移
設及びメンテナンス等の技術サー
ビスを提供しております。 
両社は、平成17年８月の業務提携
にはじまり、同年10月の合弁会社
ネクサス・テクノロジ株式会社の
設立、平成18年７月の資本提携
と、企業間関係を深耕してまいり
ました。その過程において提携に
よるシナジー効果を確認できたこ
とに加えて、「半導体・FPDメー
カーに対するコア・ベンダーとな
る」という共通した目標を掲げて
いること、また両社のサービスが
互いに補完し合えるサービスであ
ることを改めて認識することがで
きました。よって、当社と株式会
社エイペックスは、両社の企業価
値 大化を実現することを目的と
して、共同持株会社を設立し事業
統合を行うことを取締役会にて決
定いたしました。これにより新設
する共同持株会社グループは、国
内外の半導体・FPDメーカーに対
して、「人材」「装置」「設計
(デザイン)」の3つのサービスを
一括した、ワンストップ型トータ
ルソリューションの提案を行うこ
とが実現できると考えておりま
す。 
以上の目的のため、両社は共同で
完全親会社を設立するものであり
ます。 

 



前中間連結会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

  ⅲ．第三者機関による算定結果、

算定方法及び算定根拠 

辻・本郷税理士法人は、日本エイ

ムおよびエイペックスそれぞれに

ついて市場株価平均法およびDCF

法(ディスカウンテッド・キャッ

シュ・フロー法)による評価を行

い、朝日ビジネスソリューション

株式会社は日本エイムおよびエイ

ペックスについて市場株価法のみ

による評価を行い、それらの結果

を総合的に勘案し両社間で協議し

株式移転比率を算定いたしまし

た。 

ⅳ.天災地変その他両社の資産状

況等に重大な変動を及ぼす事由が

生じたときは、両社協議のうえ、

株式移転比率を変更する場合があ

ります。 

  (3)新会社設立後における新会社

の上場申請に関する事項新たに設

立する共同持株会社は、設立後速

やかにジャスダック証券取引所お

よび名古屋証券取引所に新規上場

申請を行うことを予定しておりま

す。なお、株式移転に伴い、両社

の株式は、平成19年３月27日(火)

より上場廃止となる予定でありま

す。 

(4)会計処理の概要 

今回の共同持株会社の設立は、会

計上の分類としましては、取得に

該当いたします。現時点での概算

では、共同持株会社設立時におい

て、52億円程度ののれんが発生す

る見込みです。ただし、この金額

は、エイペックスの平成18年４月

期有価証券報告書を元に算出して

いますので、平成19年３月末時点

におけるエイペックスの時価ベー

スの純資産によって、のれんの総

額は変動いたします。 

また、のれんの償却年数は20年を

予定しております。 

  

  

(2)株式移転の条件等 

①株式移転の日程 

②株式移転比率 

(注) 株式の割当比率 

当社の株式１個に対して共同持

株会社の株式1.14株、株式会社

エイペックスの株式１株に対し

て共同持株会社の株式１株を割

当て交付いたしました。 

③新会社設立後における新会社の

上場申請に関する事項 

ユナイテッド・テクノロジー・ホ

ールディングス株式会社は、平成

19年４月２日、ジャスダック証券

取引所ならびに名古屋証券取引所

セントレックス市場に新規上場い

たしました。なお、株式移転に伴

い当社及び株式会社エイペックス

の株式は、平成19年３月27日(火)

に上場廃止となりました。 

(3)共同持株会社の概要 

①社名：ユナイテッド・テクノロ

ジー・ホールディングス

株式会社 

②会社の目的：事業子会社の業務

遂行の支援・管理

及びグループ全体

の収益向上を図る

ための戦略的経営

計画の立案・実行 

③資本金の額：20億円 

(平成19年４月２日現在) 

④本店の所在地：東京都港区港南 

平成18年10月25日 基本合意書締

結 

平成18年11月20日 共同株式移転

決議取締役会 

平成18年12月19日 株式移転承認

臨時株主総会 

平成19年３月27日 上場廃止日 

平成19年４月２日 持株会社設立

登記日(株式移

転の日)、持株

会社上場日 

  当社 
株式会社
エイペッ
クス 

株式移転
比率 

1.14 1.0 

 



前中間連結会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

  (5)日本エイム及びエイペックスの

新株予約権に関する取扱い両社の

新株予約権は、株式移転効力発生

日をもって消滅し、同日当該新株

予約権の予約権者に対してこれに

代わる共同持株会社の新株予約権

を交付いたします。なお、共同持

株会社の新株予約権交付に際して

は、株式移転比率に基づき新株予

約権の目的たる株式の数を以下の

とおり調整いたします。ただし、

この調整は、株式移転の効力発生

日において対象者が権利行使して

いない新株予約権の目的たる株式

の数についてのみ行われ、調整の

結果生じる１株未満の端数につい

ては、これを切り捨てるものとい

たします。 

   調整後付与株式数＝調整前付

与株式数×株式移転比率 

②共同持株会社の概要(予定) 

(1)商号 ユナイテッド・テクノロ

ジー・ホールディングス株式会社 

(2)事業内容 事業子会社の業務遂

行の支援・管理およびグループ全

体の収益向上を図るための戦略的

経営計画の立案・実行 

(3)本店所在地 東京都港区港南二

丁目16番４号 

   (現 日本エイム本店所在地) 

  

  

  

⑤役員： 

代表取締役社
長 兼 CEO 

若山 陽一 

代表取締役COO 水谷 智 

取締役 加藤 慎一郎

取締役 中川 晃次 

取締役 栗山 勝宏 

取締役 辺見 匡文 

取締役 島田 恭介 

取締役 山川 昌則 

監査役 木村 光彦 

社外監査役 高井 伸夫 

社外監査役 渡邊 顯 

 



前中間連結会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

  (4) 取締役および監査役 

(取締役) 

代表取締役社長 兼CEO 若山 陽一  

(現 日本エイム 代表取締役社長) 

代表取締役 COO 水谷 智  

(現 エイペックス 代表取締役社

長) 

取締役 加藤 慎一郎(現 日本エイ

ム 専務取締役) 

取締役 中川 晃次  (現 エイペッ

クス 取締役) 

取締役 島田 恭介  (現 日本エイ

ム 常務取締役) 

取締役 辺見 匡文  (現 エイペッ

クス 取締役) 

取締役 栗山 勝宏  (現 日本エイ

ム 取締役) 

取締役 山川 昌則  (現 エイペッ

クス 取締役) 

(監査役) 

監査役(常勤) 木村 光彦 (現 日本

エイム 監査役) 

監査役(社外) 髙井 伸夫 (現 日本

エイム 監査役) 

監査役(社外) 渡邊 顯   (現 日本

エイム 監査役)  

(5)資本金の額 20億円 

(6)発行予定株式数 普通株式  

209,806株 ＊新株予約権の行使に

ともなう新株式の発行等により発

行株式総数は変動する可能性があ

ります。 

(7)事業年度の末日 3月31日 

(8)会計監査人 仰星監査法人 

③統合後の業績見通し共同持株会

社の業績見通しにつきましては、

確定次第お知らせいたします。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
  

 



前中間連結会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

 ２  平成18年11月22日の取締役会の

決議に基づき、以下の目的のた

め、エイムオーエス社宅ファンド

へ出資をいたしました。 

①目的 

社宅については、物件の確保・入

退居にかかるコスト・賃料負担・

空室リスクなどの課題があるが、

不動産投資ファンドの形態を取る

ことで社宅を固定資産から分離

し、社宅問題に関するリスク分散

を図り、結果として収益に還元す

ることができる。 

②ファンドの概要 

(1)営業者:株式会社リーパック・

セカンドファンド 

(2)ファンド名称:エイムオーエス

社宅投資ファンド(1) 

(3)ファンドの目的:企業向け社宅

用不動産への投資・運用 

③出資額:250,000,000円 

④払込期日:2006年11月28日 

⑤ファンドマネジメント会社の概

要 

社名:リーパック株式会社(運営業

務のコンサルティング) 

        －  ２ 当社は、平成19年５月30日開催

の取締役会において、ミクロ技研

株式会社(以下「対象会社」とい

う)と業務・資本提携し、子会社

化することを決議いたしました。 

１．業務・資本提携の目的 

(1)業務・資本提携の目的 

当社は半導体・FPD（フラット・

パネル・ディスプレイ）メーカー

に対する構内作業業務請負サービ

ス、製造装置・装置ユニットの販

売等を主たる事業としておりま

す。半導体・FPDメーカーに対

し、デバイス設計、製造ライン立

上げ及び運営において、設計-装

置-人材の３つの面からコストダ

ウン・ソリューションを提供でき

る体制を確立すべく、業務・資本

提携の投資戦略を推進しておりま

す。対象会社は、半導体・液晶の

製造工程（フォトレジスト技術、

搬送技術、画像情報技術、研磨技

術等）における製造装置全般の製

造および販売を行っております。

対象会社は、市場のニーズを掴

み、ユーザーのニーズにマッチし

た製品を創造し、提供するマーケ

ティングに強みを持っておりま

す。液晶では台湾でほぼ全ての主

要液晶パネルメーカーに製造装置

を納入した実績を持ち、現地法人

を通じて韓国、中国への商権も拡

大しております。半導体関連装置

ではアメリカ、マレーシア、フラ

ンスを中心に輸出し、ドイツやフ

ランス等の欧米製品の輸入販売も

行いグローバル化も進めておりま

す。技術面では洗浄技術、研磨技

術、コート技術などの同社コア技

術の更なる向上と新製品開発に努

め、画像解析システムにおいても

成果を上げており、東京工場（埼

玉県入間市）と九州工場（熊本）

及び静岡（焼津市）に製造拠点を

保有しております。今般、対象会

社が当社グループに参画すること

により、当社グループにおいて、

新品の製造装置の製造及び販売が

大幅に強化されることにより、サ

ービスラインナップの拡充がなさ

れ、グループの企業価値向上が図

れると判断いたしましたので本件

基本合意を決定いたしました。 

 



前中間連結会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

    (2)資本提携の内容 

当社が対象会社の株式を対象会社

の株主より222,000株譲り受けま

す。これにより対象会社発行済株

式総数の40.07％を取得いたしま

す。 

(3)具体的な業務提携の内容 

業務提携の内容は、業務・経営に

関するノウハウ・技術の相互提

供、営業・製造における相互補

完、人材の相互交流を主体としま

すが、今後、具体的にその内容を

検討してまいります。 

２．異動する子会社（ミクロ技研

株式会社）の概要 

(1)商号：ミクロ技研株式会社 

(2)代表者及び役員： 

(3)所在地：東京都中央区日本橋箱

崎町18番11号 

(4)設立年月日：昭和51年10月28日 

(5)主な事業の内容：半導体・FPD

の製造装置その他検査・加工装置

の製造・販売 

(6)事業年度の末日：２月28日 

(平成20年２月期より予定) 

(7)従業員数：161名 

（平成19年３月31日現在） 

(8)主な事業所：本社（住所同上） 

生産拠点：東京工場、九州工場、

静岡テック 

営業拠点：東京本部、東北事業

所、上信越事業所、関

西事業所、九州事業所 

海外法人：マレーシア、アメリ

カ、韓国、台湾、中国 

(9)資本金の額：277,010千円 

（平成19年３月31日現在） 

(10)発行済株式総数：554,020株 

(11)大株主構成および所有割合 

（平成18年３月31日現在） 

代表取締役 小俣與一 

常務取締役 山本健介 

取締役 雨宮好夫 

取締役 伊丹嘉治 

小俣與一 300,800株  54.29％

天野為之 24,920株 4.49％

 



前中間連結会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

    (12) 近事業年度における業績の動

向 

(千円) 

※対象会社は平成18年３月期より

決算月を12月より３月にする事業

年度の末日の変更を行っておりま

す。 

※平成19年３月期の見込は、対象

会社より提出された資料に基づい

ています。 

(13)当社との関係 

資本関係：ありません。 

取引関係：ありません。 

人的関係：ありません。 

３．取得株式数、取得価額および

取得前後の所有株式の状況 

(1)異動前の所有株式数：0株 

（所有割合0％） 

(2)取得株式数：222,000株 

(3)取得価額：１株あたり5,415円

を基準として今後の会計に関する

企業調査等を基にして本契約まで

に決定します。なお、取得価額は

第三者機関に依頼し、修正簿価純

資産法、DCF法を用いて算定した分

析結果を総合的に勘案して決定い

たしました。 

(4)払込金額合計：1,202,130,000

円を基準として今後の会計に関す

る企業調査等を基にして本契約ま

でに決定します。 

  
平成17年
12月期(実
績) 

平成18年
３月期(実
績)(３ヶ
月) 

平成19年
３月期(見
込) 

売上高 10,931,739 2,883,210 14,560,000 

営業利

益 
504,316 20,007 1,270,000 

経常利

益 
468,987 △51,923 1,220,000 

当期利

益 
244,344 △38,806 580,000 

総資産 13,217,926 13,148,649 12,410,000 

純資産 1,906,858 1,852,452 2,550,000 

 



(2) 【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

    (5)異動後の所有株式数：222,000

株 

（所有割合40.07％） 

※当社による対象会社の株式取得

は、対象会社の現経営陣の合意を

得ております。 

※取得先については現在協議中で

あり、株券譲受予定期日までに決

定する予定であります。 

※上記株式取得のほかに、対象会

社の株主より当社に対し、議決権

行使の同意書61,000株分を差し入

れる予定であります。この同意に

より対象会社における当社の議決

権保有割合は51.08％となり対象会

社は当社の完全親会社であるユナ

イテッド・テクノロジー・ホール

ディングス株式会社の連結対象子

会社となる予定であります。 

４．日程 

平成19年５月30日 取締役会決議 

平成19年５月30日 基本合意書締

結 

平成19年６月25日 資本・業務提

携契約書締結 

平成19年６月29日 株券譲受期日

（予定） 



２【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金     529,302 917,202   1,195,940 

２ 受取手形 ※４    72,352 61,784   36,403 

３ 売掛金     2,445,518 3,280,896   3,142,248 

４ 親会社株式     － 353,535   － 

５ たな卸資産     1,800 －   1,830 

６ 前払費用     238,623 214,872   261,560 

７ その他     108,478 366,287   169,264 

貸倒引当金     △39,118 △26,338   △27,374 

流動資産合計     3,356,957 67.2 5,168,239 66.1   4,779,873 72.0 

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産 ※１   76,221 86,333   84,888 

２ 無形固定資産             

(1)のれん    3,150   2,250   2,700   

(2)ソフトウェア   19,006   364,203   23,038   

(3)ソフトウェア仮勘定   372,393   －   372,393   

(4)電話加入権   1,752 396,303 1,752 368,205 1,752 399,884 

３ 投資その他の資産             

(1)投資有価証券   486,826   102,800   455,202   

(2)関係会社株式   441,880   1,619,010   411,880   

(3)その他   235,807   474,953   505,776   

   貸倒引当金   △296 1,164,217 － 2,196,763 － 1,372,859 

固定資産合計     1,636,742 32.8 2,651,303 33.9   1,857,632 28.0 

資産合計     4,993,700 100.0 7,819,543 100.0   6,637,505 100.0 

          

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１ 買掛金     11,226 6,701   14,883 

２ 短期借入金     500,000 1,700,000   350,000 

３ 未払金     238,006 169,442   271,599 

４ 未払法人税等     361,314 536,784   694,931 

５ 未払消費税等 ※２   278,718 349,840   552,290 

６ 未払費用     1,232,416 1,597,640   1,795,930 

７ 預り金     340,669 459,516   379,466 

８ 賞与引当金     46,100 80,064   55,900 

９ その他     7,543 11,924   15,989 

流動負債合計     3,015,996 60.4 4,911,913 62.8   4,130,991 62.2 

Ⅱ 固定負債         

 (1) 長期未払金     3,690 2,214   2,952 

 (2)  繰延税金負債     － 1,434   － 

固定負債合計     3,690 0.1 3,648 0.1   2,952 0.1 

負債合計     3,019,686 60.5 4,915,561 62.9   4,133,943 62.3 

          

 



    
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)         

 Ⅰ 株主資本         

 １ 資本金     491,975 9.8 509,346 6.5   509,346 7.7

 ２ 資本剰余金         

(1)資本準備金     610,475 627,846   627,846 

   資本剰余金合計     610,475 12.2 627,846 8.0   627,846 9.5

３ 利益剰余金          

(1)その他利益剰余金         

     繰越利益剰余金      907,726 1,820,567   1,421,288 

     利益剰余金合計     907,726 18.2 1,820,567 23.2   1,421,288 21.4

 株主資本合計      2,010,177 40.2 2,957,761 37.7   2,558,481 38.5

 Ⅱ 評価・換算差額等         

 その他有価証券評価 
 差額金 

    △36,163 △0.7 △53,779 △0.6   △54,919 △0.8

 評価・換算差額等合計     △36,163 △0.7 △53,779 △0.6   △54,919 △0.8

 純資産合計     1,974,014 39.5 2,903,981 37.1   2,503,562 37.7

 負債純資産合計     4,993,700 100.0 7,819,543 100.0   6,637,505 100.0

          



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

  (自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度の要約損益計算書 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     10,075,632 100.0 13,509,495 100.0   23,087,685 100.0 

Ⅱ 売上原価     8,156,856 81.0 10,944,882 81.0   18,716,039 81.1 

売上総利益     1,918,776 19.0 2,564,613 19.0   4,371,646 18.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     1,166,152 11.5 1,317,816 9.8   2,607,863 11.3 

営業利益     752,623 7.5 1,246,796 9.2   1,763,782 7.6 

Ⅳ 営業外収益 ※１   824 0.0 15,723 0.1   1,316 0.0 

Ⅴ 営業外費用 ※２   4,977 0.1 9,518 0.0   8,945 0.0 

経常利益     748,470 7.4 1,253,001 9.3   1,756,152 7.6 

Ⅵ 特別損失  ※３    4,165 0.0 24,021 0.2   44,164 0.2 

税引前中間(当期) 
純利益 

    744,305 7.4 1,228,979 9.1   1,711,987 7.4 

法人税、住民税及び事
業税 

  326,041   499,316 834,505   

法人税等調整額   △8,032 318,008 3.2 33,939 533,255 4.0 △62,376 772,128 3.3 

中間(当期)純利益     426,296 4.2 695,724 5.1   939,858 4.1 

            



      ③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 (注)平成18年6月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他有価証券
評価差額金 

 資本準備金 

その他利益
剰余金 

 繰越利益 
  剰余金 

平成18年３月31日 残高 
(千円) 

489,880 608,380 610,845 1,709,105 △277 1,708,828 

中間会計期間中の変動額            

新株の発行 2,095 2,095   4,191   4,191 

剰余金の配当 (注)     △110,955 △110,955   △110,955 

役員賞与   (注)     △18,460 △18,460   △18,460 

中間純利益     426,296 426,296   426,296 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額(純額) 

        △35,886 △35,886 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

2,095 2,095 296,880 301,072 △35,886 265,185 

平成18年９月30日 残高 
(千円) 

491,975 610,475 907,726 2,010,177 △36,163 1,974,014 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他有価証券
評価差額金 

 資本準備金 

その他利益
剰余金 

 繰越利益 
  剰余金 

平成19年３月31日 残高 
(千円) 

509,346 627,846 1,421,288 2,558,481 △54,919 2,503,562 

中間会計期間中の変動額            

剰余金の配当        △296,445 △296,445   △296,445 

中間純利益     695,724 695,724   695,724 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額(純額) 

        1,140 1,140 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

－ － 399,279 399,279 1,140 400,419 

平成19年９月30日 残高 
(千円) 

509,346 627,846 1,820,567 2,957,761 △53,779 2,903,981 



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 (注)平成18年6月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他有価証券
評価差額金 

 資本準備金 

その他利益
剰余金 

 繰越利益 
  剰余金 

平成18年３月31日 残高 
(千円) 

489,880 608,380 610,845 1,709,105 △277 1,708,828 

事業年度中の変動額            

新株の発行 19,466 19,466   38,933   38,933 

剰余金の配当 (注)     △110,955 △110,955   △110,955 

役員賞与   (注)     △18,460 △18,460   △18,460 

当期純利益     939,858 939,858   939,858 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額(純額) 

        △54,642 △54,642 

事業年度中の変動額合計 
(千円) 

19,466 19,466 810,442 849,376 △54,642 794,733 

平成19年３月31日 残高 
(千円) 

509,346 627,846 1,421,288 2,558,481 △54,919 2,503,562 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

  (自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

１．資産の評価基準及

び評価方法 

 イ 有価証券 

 (1)子会社及び関連会社株式    

      移動平均法による原価法 

 (2)その他有価証券      

      時価のあるもの    

       中間決算期末日の市場価格等 

    に基づく時価法(評価差額は 

        全部純資産直入法により処理 

    し、売却原価は移動平均法に 

    より算定) 

 イ 有価証券 

 (1)子会社及び関連会社株式    

     同左 

 (2)その他有価証券      

      同左    

        

 イ 有価証券 

 (1)子会社及び関連会社株式 

     同左 

 (2)その他有価証券   

   時価のあるもの  

    決算期末日の市場価格等に基

    づく時価法(評価差額は全部純

    資産直入法により処理し、売 

    却原価は移動平均法により算 

    定) 

  

  ロ たな卸資産 

 貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法 

ロ たな卸資産 

  貯蔵品 

 同左 

ロ たな卸資産 

  貯蔵品 

     同左 

２．固定資産の減価償

却の方法 

(1)有形固定資産 

定率法を採用しております。 

   ただし建物(建物付属設備を除   

 く)については定額法を採用してお  

 ります。 

  なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。 

(1)有形固定資産 

定率法を採用しております。 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。  

(会計方針の変更)  

 当社は、法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間より、平成

19年4月1日以降に取得した資産

については、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法によっ

ております。 

  これによる損益に与える影響

は、1,580千円であります。  

 (追加情報) 

 平成19年3月31日以前に取得し

た資産の残存簿価については、

償却限度額まで償却が終了した

翌年から5年間で均等償却する方

法によっております。 

  なお、これによる損益に与え

る影響は、軽微であります。 

(1)有形固定資産 

定率法を採用しております。 

   ただし建物(建物付属設備を除 

   く)については定額法を採用して

   おります。 

   なお、耐用年数及び残存価額に

  ついては、法人税法に規定する方

  法と同一の基準によっておりま  

   す。 

  (2)無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

    のれんについては5年間で均等 

   償却しております。 

    また、自社利用のソフトウェア 

   については、社内における利用可 

  能期間(5年)に基づく定額法を 

   採用しております。 

(2)無形固定資産 

    同左 

(2)無形固定資産 

   同左 

 ３. 繰延資産の処理方 

   法 

 株式交付費  

   支出時に全額費用として処理してお

 ります。 

 株式交付費  

   同左 

  

 株式交付費 

   同左  

 



項目 
前中間会計期間 

  (自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

合理的に見積もった貸倒率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

(1）貸倒引当金 

     同左 

(1）貸倒引当金 

     同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備える

ため、支給見込額のうち当中間

会計期間に対応する金額を計上

しております。 

(2）賞与引当金 

        同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備える

ため、支給見込額のうち当事業

年度に対応する金額を計上して

おります。 

５．リース取引の処理

方法 

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。 

消費税等の処理方法 

同左 

消費税等の処理方法 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 

  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

(役員賞与に関する会計基準) 

 当中間会計期間より、「役員賞与に関する

会計基準」(企業会計基準第4号 平成17年11

月29日)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

 －  (役員賞与に関する会計基準) 

 当事業年度より、「役員賞与に関する会計

基準」(企業会計基準第4号 平成17年11月29

日)を適用しております。 

 この結果、従前の方法に比べて、営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ

45,000千円減少しております。 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会 

 計基準) 

  当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」(企業会計

基準第5号 平成17年12月9日)及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指針第8号 

平成17年12月9日)を適用しております。 

  従来の資本の部の合計に相当する金額は、

1,974,014千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

 － (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会 

計基準)  

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第

5号 平成17年12月9日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第8号 平成17年

12月9日)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

なお、従来の資本の部の合計に相当する金額

は、2,503,562千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

(ストック・オプション等に関する会計基準) 

 当中間会計期間より、「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準」(企業会計基準第8

号  平成17年12月27日)及び「ストック・オ

プション等に関する会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第11号 平成18年5月

31日)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

 －  (ストック・オプション等に関する会計基準) 

 当事業年度より、「ストック・オプション等

に関する会計基準」(企業会計基準第8号  平

成17年12月27日)及び「ストック・オプション

等に関する会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第11号 平成18年5月31日)を適用

しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

(繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い) 

  当中間会計期間より、「繰延資産の会計処 

理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第 

19号 平成18年8月11日)を適用しておりま 

す。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

 － (繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い)  

  当事業年度より、「繰延資産の会計処理 

に関する当面の取扱い」(実務対応報告第 

19号 平成18年8月11日)を適用しておりま 

す。 

 これによる損益に与える影響はありません。



表示方法の変更  

前中間会計期間 

  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

 (中間貸借対照表) 

1  「ソフトウェア仮勘定」は、前中間会計期間まで「無形固定資 

 産」に含めて表示していましたが、当中間会計期間末において資産

 の総額の100分の5を超えたため区分掲記しました。  

   なお、前中間会計期間末の「ソフトウェア仮勘定」の金額は 

 96,150千円であります。   

 ２ 「関係会社株式」は、前中間会計期間まで「投資その他の資産」 

  に含めて表示していましたが、当中間会計期間末において資産の総

  額の100分の5を超えたため区分掲記しました。 

      なお、前中間会計期間末の「関係会社株式」の金額は9,000千円 

  であります。 

   

 － 



注記事項 

 (中間貸借対照表関係) 

 (中間損益計算書関係) 

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日現在) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日現在) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日現在) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

82,410千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

107,666千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

102,442千円 

  

※２ 消費税等の取扱 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相

殺のうえ、未払消費税等として表示し

ております。 

  

※２ 消費税等の取扱 

同左 

※２ 消費税等の取扱 

───── 

３  当社においては、運転資金の効率的な 

    調達を行うため取引銀行6行と当座貸越 

    契約を締結しております。 この契約に 

    基づく当中間会計年度末の借入未実行残 

    高は次のとおりであります。    

     当座貸越契約         3,600,000千円  

借入実行残高          500,000千円 

     差引額             3,100,000千円 

  

３  当社においては、運転資金の効率的な 

    調達を行うため取引銀行8行と当座貸越 

    契約を締結しております。 この契約に 

    基づく当中間会計年度末の借入未実行残 

    高は次のとおりであります。    

     当座貸越契約          5,200,000千円

借入実行残高         1,700,000千円 

     差引額              3,500,000千円 

  

 ３  当社においては、運転資金の効率的な 

  調達を行うため取引銀行7行と当座貸越 

  契約を締結しております。 この契約に 

  基づく当事業年度末の借入未実行残高は 

  次のとおりであります。   

   当座貸越契約         4,700,000千円 

借入実行残高         350,000千円 

    差引額              4,350,000千円 

 ※４ 中間期末日満期手形の処理について 

 中間期末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理して

おります。 

  なお、当中間会計期間の末日は金融機

関の休日であるため、次の中間期末日満

期手形は中間会計期間期末残高に含まれ

ております。 

    受取手形                18,153千円 

  

 ※４ 中間期末日満期手形の処理について 

 中間期末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理

しております。 

  なお、当中間会計期間の末日は金融機

関の休日であるため、次の中間期末日満

期手形は中間会計期間期末残高に含まれ

ております。 

    受取手形                 7,056千円 

  

 ※４ 期末日満期手形の処理について 

 期末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理してお

ります。 

  なお、当期末日は金融機関の休日であ

るため、次の期末日満期手形は当期末残

高に含まれております。 

受取手形              213千円 

  

前中間会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息        184千円 

投資有価証券売却益        400千円 

受取利息        710千円

受取配当金      2,102千円

事務手数料収入     5,700千円

投資事業組合運用益    5,075千円

受取利息 582千円

投資有価証券売却益 400千円

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 2,745千円

株式交付費 1,927千円

貸倒引当金繰入額 296千円

支払利息 8,524千円

株式交付費 213千円

支払利息 6,740千円

株式交付費 2,195千円

 ※３ 特別損失の主要項目 

 ソフトウェア除却損 4,165千円

 ※３ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損  12,601千円 

原状回復費用 11,420千円 

 ※３ 特別損失の主要項目 

ソフトウエア除却損   4,165千円 

 関係会社株式売却損 39,999千円 

４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 11,781千円

無形固定資産 2,190千円

有形固定資産 18,700千円

無形固定資産 35,215千円

有形固定資産 9,781千円

無形固定資産 1,854千円



 (中間株主資本等変動計算書関係) 

  

    前中間会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日)  

      自己株式の種類及び株式数に関する事項 

      該当事項はありません。 

    当中間会計期間(自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日)  

      自己株式の種類及び株式数に関する事項 

      該当事項はありません。 

    前事業年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日)  

      自己株式の種類及び株式数に関する事項 

      該当事項はありません。 



 (リース取引関係) 

 (有価証券関係) 

      (企業結合等関係) 

前中間会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

車両運

搬具 

(千円) 

  工具器

具備品 

(千円) 

  ソフト

ウェア 

(千円) 

  合計 

  

(千円) 

取得価額

相当額 
7,260

  
4,202

  
3,540

  
15,002

減価償却

累計額相

当額 

2,783

  

2,101

  

1,888

  

6,772

中間期末

残高相当

額 

4,477

  

2,101

  

1,652

  

8,230

  

車両運

搬具 

(千円)

  工具器

具備品

(千円)

  ソフト

ウェア

(千円)

  合計 

  

(千円)

取得価額

相当額 
10,560

  
4,202

  
3,540

  
18,302

減価償却

累計額相

当額 

4,730

  

2,941

  

2,596

  

10,267

中間期末

残高相当

額 

5,830

  

1,260

  

944

  

8,034

  

車両運

搬具 

(千円)

  工具器

具備品 

(千円) 

  ソフト

ウェア 

(千円) 

  合計 

  

(千円)

取得価額

相当額 
10,560

  
4,202

  
3,540

  
18,302

減価償却

累計額相

当額 

3,674

  

2,521

  

2,242

  

8,437

期末残高

相当額 
6,886

  
1,680

  
1,298

  
9,865

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 3,024千円

１年超 5,437千円

合計 8,461千円

１年以内 3,743千円

１年超 4,575千円

合計 8,319千円

１年以内 3,696千円

１年超 6,459千円

合計 10,155千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 1,600千円

減価償却費相当額 1,500千円

支払利息相当額 117千円

支払リース料 1,950千円

減価償却費相当額 1,830千円

支払利息相当額 113千円

支払リース料 3,317千円

減価償却費相当額 3,165千円

支払利息相当額 227千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

利息相当額の算定方法 

・リース料総額とリース物件の取得価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によ

っております。 

利息相当額の算定方法 

  同左 

利息相当額の算定方法 

  同左 

前中間会計期間末 

(平成18年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日現在) 

前事業年度末 

(平成19年３月31日現在) 

 当中間会計期間については、中間連結財務

諸表を作成しているため、「有価証券関係」

(子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものを除く)の注記については、中間連結財

務諸表における注記事項として記載しており

ます。 

 なお、子会社株式及び関連会社株式で時価

のあるものはありません。 

  

 子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

  

   同左  

 前中間会計期間末 

 (平成18年９月30日現在) 

当中間会計期間末  

 (平成19年９月30日現在) 

前事業年度末  

 (平成19年３月31日現在) 

 該当事項はありません。     同左     同左 



 (１株当たり情報) 

 (注)１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、   

     以下のとおりです。 

前中間会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

  当社は、平成18年４月１日付で普通

株式１株に対し、普通株式５株の割合

で株式分割を行いました。当該株式分

割が前期首に行われたと仮定した場合

の１株当たり情報については、それぞ

れ以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 13,580円64銭

１株当たり中間純利

益金額 
2,934円17銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金

額 

2,831円27銭

前中間会計期間   前事業年度 

 １株当たり 
 純資産額 

 １株当たり 
 純資産額 

9,950円39銭  11,639円25銭 

 １株当たり 
 中間純利益金額 

 １株当たり 
 当期純利益金額 

791円26銭  2,475円37銭 

 潜在株式調整  
 後１株当たり 
 中間純利益金額 

 潜在株式調整後 
 １株当たり当期 
 純利益金額 

754円66銭  2,368円77銭 

   なお、潜在株式調整後１株当たり 

 中間純利益については、潜在株式が 

 存在しないため記載しておりませ  

 ん。 

１株当たり純資産額 19,787円96銭

１株当たり中間純利

益金額 
4,740円72銭

  当社は、平成18年４月１日付で普通

株式１株に対し、普通株式５株の割合

で株式分割を行いました。当該株式分

割が前期首に行われたと仮定した場合

の１株当たり情報については、それぞ

れ以下のとおりとなります。 

  

１株当たり純資産額 17,059円47銭

１株当たり当期純利

益金額 
6,462円44銭

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額  

6,259円46銭

１株当たり純資産額 11,639円25銭

１株当たり当期純利

益金額 
2,475円37銭

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額  

2,368円77銭

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

  １株当たり中間(当期)純利益金額       

中間(当期)純利益(千円) 426,296 695,724 939,858 

普通株主に帰属しない金額(千円) － － － 

普通株式に係る中間(当期)純利益 

(千円) 
426,296 695,724 939,858 

普通株式の期中平均株式数(株) 145,287 146,755 145,434 

  潜在株式調整後１株当たり中間(当期) 

  純利益金額 
      

中間(当期)純利益調整額(千円) － － － 

普通株式増加数(株) 5,280 － 4,716 

  (うち新株予約権(株)) (5,280) － (4,716) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間(当期)純利益の算定

に含めなかった潜在株式の概要 

 新株予約権方式によ

るストックオプション

(新株予約権80個)。こ

れらの詳細は、「新株

予約権等の状況」に記

載のとおり。 

 －  新株予約権方式によ

るストックオプション

(新株予約権80個)。こ

れらの詳細は、「新株

予約権等の状況」に記

載のとおり。 



 (重要な後発事象) 

  

  

前中間会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

 １ 平成18年10月25日開催の取締役 

会決議に基づき、株式会社エイペッ

クスと共同株式移転による完全親会

社設立に関する株式移転計画書に調

印いたしました。 

両社は、平成18年12月19日開催予定

の両社臨時株主総会の承認を前提と

して、平成19年４月２日に、株式移

転により共同持株会社である「ユナ

イテッド・テクノロジー・ホールデ

ィングス株式会社」を設立すること

となりました。 

①株式移転の条件等 

(1)株式移転の日程 

平成18年11月20日 共同株式移転決議

取締役会 

平成18年12月19日 株式移転承認臨時

株主総会(両社) 

平成19年３月27日(予定)上場廃止日

(両社) 

平成19年４月２日(予定)共同持株会

社設立登記日(株式移転の日)、共同

持株会社上場日 

 ただし、株式移転の手続上やむを

得ない事由が生じた場合は、両社協

議のうえ日程を変更する場合があり

ます。 

(2)株式移転比率 

日本エイム株式会社 1.14 

株式会社エイペックス 1.00 

(注)ⅰ．株式の割当比率 

日本エイムの株式１株に対して共同

持株会社の株式1.14株、エイペック

スの株式１株に対して共同持株会社

の株式１株を割当て交付いたしま

す。 

ⅱ．株式移転比率の算定根拠 

株式移転比率の算定は、日本エイム

については辻・本郷税理士法人によ

る算定結果を、エイペックスについ

ては朝日ビジネスソリューション株

式会社による算定結果をそれぞれ参

考にして当事会社間で協議を行い、

両社の株価水準、資産価値等を総合

的に勘案のうえ決定いたしました。 

 １ 当社は経営資源の効率的運用を
図るため、平成19年12月14日開催
の取締役会において、株式会社ゼ
クウ代表取締役本郷崇氏に対し
て、当社保有の関連会社である株
式会社ゼクウの株式を売却するこ
とを決議しました。 
 売却の時期は平成19年12月26日
を予定しております。 

    売却株式数     267株 
    売却価格    53,400千円 
       売却前の持分比率 40.0％ 
       売却後の持分比率  0.0％ 
  

    

 １ 当社は、平成18年10月25日開催

の取締役会において、株式会社エイ

ペックスと共同持株会社を設立する

ことについての基本合意書を締結す

る決議を行いました。その後、平成

18年12月19日開催の臨時株主総会に

おける承認等所要の手続きを経たう

えで、平成19年４月２日に、株式移

転により共同持株会社ユナイテッ

ド・テクノロジー・ホールディング

ス株式会社を設立しました。 

(1)株式移転による事業統合の目的 

 当社は半導体・FPD（フラット・パ

ネル・ディスプレイ）メーカーに対

して、製造ラインの立上げ及び運営

に関して高い専門性を有するエンジ

ニアによる製造ラインの一括受託ア

ウトソーシングサービス事業を展開

しております。また当社は

「Value up Vision」という中期経営

計画を掲げ、半導体特化戦略、業務

の高付加価値化戦略を推し進めてお

ります。 

 株式会社エイペックスは、半導体

メーカーに対して、中古半導体製造

装置の売買、仲介、リースを事業の

柱に半導体製造装置の立上げ、リフ

ァービッシュ(再生)、移設及びメン

テナンス等の技術サービスを提供し

ております。 

  両社は、平成17年８月の業務提携

にはじまり、同年10月の合弁会社ネ

クサス・テクノロジ株式会社の設

立、平成18年７月の資本提携と、企

業間関係を深耕してまいりました。

その過程において提携によるシナジ

ー効果を確認できたことに加えて、

「半導体・FPDメーカーに対するコ

ア・ベンダーとなる」という共通し

た目標を掲げていること、また両社

のサービスが互いに補完し合えるサ

ービスであることを改めて認識する

ことができました。よって、当社と

株式会社エイペックスは、両社の企

業価値最大化を実現することを目的

として、共同持株会社を設立し事業 

 



前中間会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

ⅲ．第三者機関による算定結果、算

定方法及び算定根拠 

辻・本郷税理士法人は、日本エイム

およびエイペックスそれぞれについ

て市場株価平均法およびDCF法(ディ

スカウンテッド・キャッシュ・フロ

ー法)による評価を行い、朝日ビジネ

スソリューション株式会社は日本エ

イムおよびエイペックスについて市

場株価法のみによる評価を行い、そ

れらの結果を総合的に勘案し両社間

で協議し株式移転比率を算定いたし

ました。 

ⅳ.天災地変その他両社の資産状況等

に重大な変動を及ぼす事由が生じた

ときは、両社協議のうえ、株式移転

比率を変更する場合があります。 

(3)新会社設立後における新会社の上

場申請に関する事項 

新たに設立する共同持株会社は、設

立後速やかにジャスダック証券取引

所および名古屋証券取引所に新規上

場申請を行うことを予定しておりま 

す。なお、株式移転に伴い、両社の

株式は、平成19年３月27日(火)より

上場廃止となる予定であります。 

(4)会計処理の概要 

今回の共同持株会社の設立は、会計

上の分類としましては、取得に該当

いたします。現時点での概算では、

共同持株会社設立時において、52億

円程度ののれんが発生する見込みで

す。ただし、この金額は、エイペッ

クスの平成18年４月期有価証券報告

書を元に算出していますので、平成

19年３月末時点におけるエイペック

スの時価ベースの純資産によって、

のれんの総額は変動いたします。 

また、のれんの償却年数は20年を予

定しております。 

  統合を行うことを取締役会にて決定

いたしました。これにより新設する

共同持株会社グループは、国内外の

半導体・FPDメーカーに対して、「人

材」「装置」「設計(デザイン)」の

３つのサービスを一括した、ワンス

トップ型トータルソリューションの

提案を行うことが実現できると考え

ております。 

 以上の目的のため、両社は共同で

完全親会社を設立するものでありま

す。 

(2)株式移転の条件等 

①株式移転の日程 

平成18年10月25日 基本合意書締結 

平成18年11月20日 共同株式移転決議

取締役会 

平成18年12月19日 株式移転承認臨時

株主総会 

平成19年３月27日 上場廃止日 

平成19年４月２日 持株会社設立登記

日(株式移転の日)、持株会社上場日 

②株式移転比率 

(注) 株式の割当比率 

当社の株式１個に対して共同持株会

社の株式1.14株、株式会社エイペッ

クスの株式１株に対して共同持株会

社の株式１株を割当て交付いたしま

した。 

③新会社設立後における新会社の上

場申請に関する事項 

ユナイテッド・テクノロジー・ホー

ルディングス株式会社は、平成19年

４月２日、ジャスダック証券取引所

ならびに名古屋証券取引所セントレ

ックス市場に新規上場いたしまし

た。なお、株式移転に伴い当社及び

株式会社エイペックスの株式は、平

成19年３月27日(火)に上場廃止とな

りました。 

  当社 株式会社エイペックス

株式移転比率 1.14 1.00 

 



前中間会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

(5)日本エイム及びエイペックスの新

株予約権に関す る取扱い両社の新株

予約権は、株式移転効力発生日をも 

って消滅し、同日当該新株予約権の

予約権者に対してこれに代わる共同

持株会社の新株予約権を交付いたし

ます。なお、共同持株会社の新株予

約権交付に際しては、株式移転比率

に基づき新株予約権の目的たる株式

の数を以下のとおり調整いたしま

す。ただし、この調整は、株式移転

の効力発生日において対象者が権利

行使していない新株予約権の目的た

る株式の数についてのみ行われ、調

整の結果生じる１株未満の端数につ

いては、これを切り捨てるものとい

たします。 

   調整後付与株式数＝調整前付与株

式数×株式移転比率 

②共同持株会社の概要(予定) 

(1) 商号 ユナイテッド・テクノロジ

ー・ホールディングス株式会社 

(2) 事業内容 事業子会社の業務遂行

の支援・管理およびグループ全体の

収益向上を図るための戦略的経営計

画の立案・実行 

(3) 本店所在地 東京都港区港南二丁

目16番４号（現 日本エイム本店所在

地） 

  (3)共同持株会社の概要 

①社名：ユナイテッド・テクノロジ

ー・ホールディングス株式会社 

②会社の目的：事業子会社の業務遂

行の支援・管理及びグループ全体の

収益向上を図るための戦略的経営計

画の立案・実行 

③資本金の額：20億円(平成19年４月

２日現在) 

④本店の所在地：東京都港区港南 

⑤役員：代表取締役社長 兼 CEO 

                      若山 陽一 

     代表取締役COO   水谷 智 

     取締役      加藤 慎一郎 

    取締役       中川 晃次 

     取締役        栗山 勝宏 

    取締役        辺見 匡文 

     取締役        島田 恭介 

     取締役       山川 昌則 

     監査役       木村 光彦 

     社外監査役    高井 伸夫 

    社外監査役     渡邊 顯 

 ２ 当社は、平成19年５月30日開催

の取締役会において、ミクロ技研株

式会社（以下「対象会社」という）

と業務・資本提携し、子会社化する

ことを決議いたしました。  

 １．業務・資本提携の目的 

  (1)業務・資本提携の目的 

 当社は半導体・FPD（フラット・パ

ネル・ディスプレイ）メーカーに

対する構内作業業務請負サービ

ス、製造装置・装置ユニットの販

売等を主たる事業としておりま

す。半導体・FPDメーカーに対し、

デバイス設計、製造ライン立上げ

及び運営において、設計-装置-人

材の３つの面からコストダウン・

ソリューションを提供できる体制

を確立すべく、業務・資本提携の

投資戦略を推進しております。対

象会社は、半導体・液晶の製造工

程（フォトレジスト技術、搬送技

術、画像情報技術、研磨技術等）

における製造装置全般の製造およ

び販売を行っております。対象会

社は、市場のニーズを掴み、ユー

ザーのニーズにマッチした製品を 

 



前中間会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

(4)取締役および監査役 

(取締役) 

代表取締役社長 兼CEO 若山 陽一  

(現 日本エイム 代表取締役社長) 

代表取締役 COO 水谷 智  

(現 エイペックス 代表取締役社長) 

取締役 加藤 慎一郎 

(現 日本エイム 専務取締役) 

取締役 中川 晃次 

(現 エイペックス 取締役) 

取締役 島田 恭介 

(現 日本エイム 常務取締役) 

取締役 辺見 匡文 

(現 エイペックス 取締役) 

取締役 栗山 勝宏 

(現 日本エイム 取締役) 

取締役 山川 昌則 

(現 エイペックス 取締役) 

(監査役) 

監査役(常勤)木村 光彦 

(現 日本エイム 監査役) 

監査役(社外) 髙井 伸夫  

(現 日本エイム 監査役) 

監査役(社外) 渡邊 顯 

(現 日本エイム 監査役) 

(5)資本金の額 20億円 

(6)発行予定株式数 普通式 209,806株

＊新株予約権の行使にともなう新株式

の発行等により発行株式総数は変動す

る可能性があります。 

(7)事業年度の末日 3月31日 

(8)会計監査人 仰星監査法人 

③統合後の業績見通し共同持株会社の

業績見通しにつきましては、確定次第

お知らせいたします。 

    創造し、提供するマーケティング

に強みを持っております。液晶で

は台湾でほぼ全ての主要液晶パネ

ルメーカーに製造装置を納入した

実績を持ち、現地法人を通じて韓

国、中国への商権も拡大しており

ます。半導体関連装置ではアメリ

カ、マレーシア、フランスを中心

に輸出し、ドイツやフランス等の

欧米製品の輸入販売も行いグロー

バル化も進めております。技術面

では洗浄技術、研磨技術、コート

技術などの同社コア技術の更なる

向上と新製品開発に努め、画像解

析システムにおいても成果を上げ

ており、東京工場（埼玉県入間

市）と九州工場（熊本）及び静岡

（焼津市）に製造拠点を保有して

おります。今般、対象会社が当社

グループに参画することにより、

当社グループにおいて、新品の製

造装置の製造及び販売が大幅に強

化されることにより、サービスラ

インナップの拡充がなされ、グル

ープの企業価値向上が図れると判

断いたしましたので本件基本合意

を決定いたしました。 

 (2)資本提携の内容 

 当社が対象会社の株式を対象会社

の株主より222,000株譲り受けま

す。これにより対象会社発行済株

式総数の40.07％を取得いたしま

す。 

 (3)具体的な業務提携の内容 

 業務提携の内容は、業務・経営に

関するノウハウ・技術の相互提

供、営業・製造における相互補

完、人材の相互交流を主体としま

すが、今後、具体的にその内容を

検討してまいります。 

 



前中間会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

 ２  平成18年11月22日の取締役会の

決議に基づき、以下の目的のため、エ

イムオーエス社宅ファンドへ出資をい

たしました。 

①目的 

社宅については、物件の確保・入退居

にかかるコスト・賃料負担・空室リス

クなどの課題があるが、不動産投資フ

ァンドの形態を取ることで社宅を固定

資産から分離し、社宅問題に関するリ

スク分散を図り、結果として収益に還

元することができる。 

②ファンドの概要 

(1)営業者:株式会社リーパック・セカ

ンドファンド 

(2)ファンド名称:エイムオーエス社宅

投資ファンド(1) 

(3)ファンドの目的:企業向け社宅用不

動産への投資・運用 

③出資予定額:250,000,000円 

④払込期日:2006年11月28日 

⑤ファンドマネジメント会社の概要 

社名:リーパック株式会社(テイボング

ループ) 

 －  ２．異動する子会社（ミクロ技研株

式会社）の概要 

(1)商号：ミクロ技研株式会社 

(2)代表者及び役員： 

           代表取締役  小俣與一 

         常務取締役  山本健介 

           取締役      雨宮好夫 

          取締役      伊丹嘉治 

(3)所在地：東京都中央区日本橋箱崎

町18番11号 

(4)設立年月日：昭和51年10月28日 

(5)主な事業の内容：半導体・FPDの

製造装置その他検査・加工装置の製

造・販売 

(6)事業年度の末日：２月28日(平成

20年２月期より予定) 

(7)従業員数：161名（平成19年３月

31日現在） 

(8)主な事業所：本社（住所同上） 

生産拠点：東京工場、九州工場、静

岡テック 

営業拠点：東京本部、東北事業所、

上信越事業所、関西事業所、九州事

業所  

海外法人：マレーシア、アメリカ、

韓国、台湾、中国 

(9)資本金の額：277,010千円（平成

19年３月31日現在） 

(10)発行済株式総数：554,020株 

(11)大株主構成および所有割合（平

成18年3月31日現在） 

    小俣與一  300,800株  54.29％ 

    天野為之   24,920株  4.49％ 

 



前中間会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

    (12)最近事業年度における業績の動

向 

                                 (千円)  

※対象会社は平成18年３月期より決

算月を12月より３月にする事業年度

の末日の変更を行っております。 

※平成19年３月期の見込は、対象会

社より提出された資料に基づいてい

ます。 

(13)当社との関係 

    資本関係：ありません。 

    取引関係：ありません。 

    人的関係：ありません。 

 ３．取得株式数、取得価額および取

得前後の所有株式の状況 

(1)異動前の所有株式数： 0株 

              （所有割合0％） 

(2)取得株式数：   222,000株 

(3)取得価額：１株あたり5,415円を

基準として今後の会計に関する企業

調査等を基にして本契約までに決定

します。なお、取得価額は第三者機

関に依頼し、修正簿価純資産法、DCF

法を用いて算定した分析結果を総合

的に勘案して決定いたしました。 

(4)払込金額合計：1,202,130,000円

を基準として今後の会計に関する企

業調査等を基にして本契約までに決

定します。 

(5)異動後の所有株式数： 

                  222,000株 

       （所有割合40.07％） 

※当社による対象会社の株式取得

は、対象会社の現経営陣の合意を得

ております。 

※取得先については現在協議中であ

り、株券譲受予定期日までに決定す

る予定であります。 

  

平成17年 

12月期 

(実績) 

平成18年 

３月期 

(実績) 

(３ヶ月) 

平成19年 

３月期 

(見込) 

売上高 10,931,739 2,883,210 14,560,000

営業利益 504,316 20,007 1,270,000

経常利益 468,987 △51,923 1,220,000

当期利益 244,344 △38,806 580,000

総資産 13,217,926 13,148,649 12,410,000

純資産 1,906,858 1,852,452 2,550,000

 



前中間会計期間 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

    ※上記株式取得のほかに、対象会社

の株主より当社に対し、議決権行使

の同意書61,000株分を差し入れる予

定であります。この同意により対象

会社における当社の議決権保有割合

は51.08％となり対象会社は当社の完

全親会社であるユナイテッド・テク

ノロジー・ホールディングス株式会

社の連結対象子会社となる予定であ

ります。 

 ４．日程 

平成19年５月30日 取締役会決議 

平成19年５月30日 基本合意書締結 

平成19年６月25日 資本・業務提携契

約書締結 

平成19年６月29日 株券譲受期日（予

定） 



(2) 【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）臨時報告書  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第3号（親会社

の移動）、第4号（主要株主の移動）および第9号（代表取締役

の移動）の規定に基づく臨時報告書であります。  

平成19年4月2日 

関東財務局長に提出 

（2）有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度（第12期）（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31

日）の有価証券報告書であります。  

平成19年6月28日 

関東財務局長に提出 

 (3） 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第3号（特定子

会社の移動）の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成19年7月6日 

関東財務局長に提出 

 (4) 

  

有価証券報告書の 

訂正報告書 

事業年度（第12期）（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31

日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。  

平成19年8月3日 

関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月20日

日本エイム株式会社     

  取締役会 御中   

  仰星監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 安田 荘助  ㊞ 

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 中川 隆之  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本エ

イム株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、日本エイム株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

  重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成18年10月25日開催の取締役会決議に基づき、株式会社エイペックスと共同

株式移転による完全親会社設立に関する株式移転計画書に調印した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月25日

日本エイム株式会社     

  取締役会 御中   

  仰星監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 中川 隆之  ㊞ 

  業務執行社員   公認会計士 原  伸夫  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る日本エイム株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、日本エイム株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

  重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成19年12月14日開催の取締役会において、持分法適用関連会社である株式 

会社ゼクウの全株式を売却することを決議している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月20日

日本エイム株式会社     

  取締役会 御中   

  仰星監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 安田 荘助  ㊞ 

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 中川 隆之  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本エ

イム株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第12期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本エイム株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成18年10月25日開催の取締役会決議に基づき、株式会社エイペックスと共同

株式移転による完全親会社設立に関する株式移転計画書に調印した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月25日

日本エイム株式会社     

  取締役会 御中   

  仰星監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 中川 隆之  ㊞ 

  業務執行社員   公認会計士 原  伸夫  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る日本エイム株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第13期事業年度の中間会計期間(平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本エイム株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成19年12月14日開催の取締役会において、関連会社である株式会社ゼクウ 

の全株式を売却することを決議している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。 
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